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（1）証券監視委設置の経緯
平成3年夏の一連のいわゆる証券不祥事を契機に、証券行政のあり方、特に証券会社及び証券

市場に対する検査・監視体制のあり方について、種々の議論が行われた。
こうした状況を踏まえ、同年7月、内閣総理大臣から臨時行政改革推進審議会（以下「行革審」

という。）に対して、証券市場の監視・適正化のための是正策について諮問がされ、審議の結果、
同年9月に「証券・金融の不公正取引の基本的是正策に関する答申」が取りまとめられた。この
答申においては、「自由、公正で透明、健全な証券市場の実現」を基本的目標として、証券行政
に係る提言等と併せ、新たな検査・監視機関として、大蔵省に行政部門から独立した国家行政組
織法第8条に基づく委員会を設置すべきであるとの提言が盛り込まれた。
大蔵省においては、行革審答申を踏まえつつ、更に各方面の意見も聴取するなど、広範な視点

から証券取引等における検査・監視体制のあり方について検討を重ねた末、平成4年2月、証券監
視委の設置を柱とする「証券取引等の公正を確保するための証券取引法等の一部を改正する法律」
案を取りまとめた。
同法案は、第123回通常国会に提出され、衆・参両議院での審議を経て同年5月29日に成立し、

同年6月5日に法律第73号として公布、同年7月20日に施行され、同日、証券監視委が発足した。

（2）金融庁（金融監督庁・金融再生委員会）への移管
民間金融機関等に対する検査・監督機能と金融制度等の企画・立案機能とを分離し、透明かつ

公正な金融行政への転換を図るため、平成10年6月22日、総理府の外局として金融監督庁が設置
されたが、同時に、証券監視委の果たす中立的・客観的な役割が引き続き重要であるとの観点か
ら、証券監視委は、従前の体制のまま金融監督庁に移管された。
さらに、同年12月15日には、我が国の金融機能の安定及びその再生を図り、金融システムに対

する内外の信頼を回復し、金融機能の早期健全化を図ることを主たる任務として、金融再生委員
会が発足したが、これに伴い、金融監督庁及び証券監視委は金融再生委員会に移管された。
その後、平成12年7月1日には、大蔵省金融企画局が担ってきた金融制度の企画・立案に関する

事務が金融監督庁に移管されて、新たに金融庁が発足し、証券監視委は、従前の体制のまま金融
庁に移管された。
なお、平成13年1月6日には、中央省庁改革に際して、金融再生委員会が廃止され、証券監視委

は、内閣府の外局として設置された金融庁に移管され、現在に至っている。

（3）事務概要
　①　監視のための 5つの事務

証券監視委が行う監視事務は、市場分析審査、証券検査、課徴金調査、開示検査及び犯則事
件の調査の 5つに分かれる。
イ　市場分析審査

金商法等によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、金融商品
取引業者、登録金融機関、金融商品取引業協会及び金融商品取引所等に対して有価証券の売
買取引等に関する報告を求め、又は資料を徴取し、取引の内容を審査することにより、日常
的な市場監視を行う。
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ロ　証券検査
金商法等によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、金融商品

取引業者等に対して検査を行う。
また、犯罪収益移転防止法によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基

づいて、金融商品取引業者等による顧客等に係る本人確認及び取引記録の保存義務等の遵守
状況の検査を行う。

ハ　課徴金調査
金商法によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、風説の流布・
偽計、相場操縦、内部者取引などの不公正取引及び重要な事項につき虚偽記載のある有価証
券報告書等の提出に係る課徴金調査を行う。

ニ　開示検査
金商法によって内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された権限に基づいて、開示の適正

性を確保するため、有価証券届出書の届出者、発行登録書の提出者、有価証券報告書の提出
者、公開買付者、大量保有報告書の提出者等に対して検査を行う。

ホ　犯則事件の調査
金商法又は犯罪収益移転防止法に基づき、犯則事件を調査するため必要があるときは、質

問、検査、領置等の任意調査を行うほか、裁判官の発する許可状による臨検、捜索及び差押
えといった強制調査を行うことができる。
金商法等においては、犯則事件の範囲は、具体的には、取引の公正を害するものとして関

係する政令において定められており、主なものとしては、重要な事項につき虚偽記載のある
有価証券届出書・有価証券報告書等の提出、損失保証・損失補てん、相場操縦、内部者取引
などがある。
また、犯罪収益移転防止法では、金融商品取引業者等が本人確認を行う場合における顧客

等による氏名・住所等の隠ぺい行為が犯則事件とされている。
　②　勧告

証券監視委は、証券検査、課徴金調査、開示検査又は犯則事件の調査を行った場合において、
必要があると認めるときは、その結果に基づき、金融商品取引等の公正を確保するため、又は
投資者の保護その他の公益を確保するため、開示書類の訂正報告書等の提出命令や課徴金納付
命令の発出、その他必要な行政処分等を行うよう、内閣総理大臣及び金融庁長官に勧告するこ
とができる。
また、証券監視委は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対し、勧告に基づいて執った措置につ

いて報告を求めることができる。
　③　建議

証券監視委は、証券検査、課徴金調査、開示検査又は犯則事件の調査の結果に基づき、必要
があると認めるときは、金融商品取引等の公正を確保するため、又は投資者の保護その他の公
益を確保するために必要と認められる施策について、内閣総理大臣、金融庁長官又は財務大臣
に建議することができる。

　④　告発
証券監視委は、犯則事件の調査により犯則の心証を得たときは、検察官に告発を行う。

　⑤　事務の処理状況の公表
証券監視委は、毎年、その事務の処理状況の公表を行う。
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証

券

監

視

委

委 員 長 委　　　員

事　　務　　局

（２人）

（注）平成 18年 7月に 5課体制に再編

情 報 技 術 専 門 官

証券取引特別調査官

主任証券取引特別調査官

統括特別調査官

特別調査管理官

特別調査指導官

特別調査調整官

特 別 調 査 課

証 券 調 査 官

主任証券調査官

統 括 調 査 官

証券調査指導官

課徴金・開示検査課

証 券 検 査 官

専 門 検 査 官

特 別 検 査 官

統 括 検 査 官

証券検査監理官

証 券 検 査 課

国 際 専 門 審 査 官

インターネット審査官

証 券 取 引 審 査 官

主任証券取引審査官

情 報 処 理 調 整 官

取 引 審 査 調 整 官

市 場 分 析 審 査 課

総 括 調 整 官

総 務 課

国 際 専 門 調 査 官

局 長
次 長　２人
国際・情報総括官
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36 7 10 10 11 11 13 10 108

188 26 30 26 17 39 43 59 428

188 26 30 26 17 29 28 28 372

― ― ― ― ― 9 14 31 54

― ― ― ― ― 1 1 0 2

4 0 2 1 0 5 3 0 15

内618 内72 内81 内93 内83 内111 内107 内132 内1,297

767 96 118 125 113 150 150 187 1,706

内618 内72 内81 内93 内83 内86 内80 内111 内1,224

767 96 118 125 113 111 99 138 1,567

内617 内72 内81 内92 内83 内73 内68 内63 内1,149

旧国内証券会社 694 82 98 107 96 88 78 89 1,332

旧外国証券会社 72 14 20 17 17 10 9 1 160

内1 内0 内0 内1 内0 内13 内12 内48 内75

旧金融先物取引業者（業者） 1 0 0 1 0 13 12 48 75

― ― ― ― ― ― ― 2 2

内― 内― 内― 内― 内― 内25 内27 内21 内73

― ― ― ― ― 39 51 47 137

― ― ― ― ― 2 7 10 19

内46 内5 内11 内10 内20 内23 内26 内29 内170

55 7 13 13 27 28 27 32 202

内― 内― 内― 内0 内0 内1 内1 内1 内3

― ― ― 0 0 1 1 1 3

1 2 0 2 0 2 6 1 14

0 0 0 0 0 0 1 2 3

551 57 78 67 67 93 142 121 1,176

内877 内122 内255 内305 内307 内320 内408 内500 内3,094

2,062 392 684 687 674 875 1,039 1,098 7,511

総　括　表

2　証券監視委の活動実績等

証
　
　
券
　
　
検
　
　
査

問題点が認められた会社（社等）

15

金融商品仲介業者
(旧証券仲介業者（業者））

4～12 13

金融商品取引業者（者）

勧　　　　　　　　告　　（件）

訂正報告書等の提出命令に
関する勧告

投資法人（法人）

第一種金融商品取引業者

投資運用業者、投資助言・代理業者
（旧投信・投資顧問業者（業者））

第二種金融商品取引業者

（注）
１．事務年度とは7月から翌年6月までをいう。
２．証券検査の計数は、着手ベースの実施件数である。
３．内書きの数字は、財務局等に係るものである。
４．上記の金融商品取引業者（旧証券会社）に対する検査のほか、財務局等において委員会担当金融商品取引業者（旧証券会社）の
支店単独検査を実施している。

　2－1　証券監視委の活動状況

14

建　　　　　　　　議　　（件）

合　　計

登録金融機関（機関）

　取引審査　（件）

自主規制機関（機関）

その他

18 19
　　　　　　　　　　           事務年度
　区　　　　分

証券検査結果に基づく勧告

課徴金納付命令に関する
勧告

16 17

犯則事件の告発　　　（件）

－ 137 －
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担 当 区 分 被 検 査 法 人 検査着手日 臨店終了日 勧 告検査結果
通 知 日

1
2
3
4
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
1
1
1
2
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15

○

○

○

○
○
○

○

○

○

○

H19.4.3
H19.4.16
H19.4.16
H19.4.16
H19.8.23
H19.8.23
H19.8.23
H19.8.23
H19.8.27
H19.8.27
H19.9.13
H19.9.13
H19.9.13
H19.9.13
H19.9.13
H19.9.20
H19.9.20
H19.10.22
H19.10.29
H19.11.5
H19.11.5
H19.11.27
H20.1.21
H20.2.6
H20.4.14
H19.2.19
H19.8.23
H19.1.22
H19.5.21
H19.7.4
H19.7.4
H19.7.4
H19.8.27
H19.8.27
H19.9.20
H19.10.22
H19.10.22
H19.10.22
H19.10.29
H19.11.29
H19.11.29
H19.12.13
H20.1.21
H20.4.14

H19.5.28
H19.6.1
H19.6.8
H19.6.8
H19.8.31
H19.8.31
H19.8.31
H19.9.5
H19.10.12
H19.10.5
H19.9.28
H19.9.28
H19.9.28
H19.9.28
H19.9.28
H19.10.4
H19.10.4
H19.12.19
H20.2.15
H19.12.18
H19.12.7
H19.12.18
H20.3.19
H20.2.29
H20.4.25
H19.3.30
H19.8.31
H19.3.2
H19.6.15
H19.7.18
H19.7.18
H19.7.25
H19.9.28
H19.9.28
H19.11.7
H19.12.5
H19.11.30
H19.12.14
H19.11.30
H19.12.18
H19.12.18
H20.2.15
H20.3.12
H20.5.9

H19.10.19
H19.7.11
H19.7.9
H19.11.30
H19.11.29
H19.11.29
H19.11.29
H19.10.9
H20.4.9
H20.2.4
H20.1.31
H20.1.30
H20.1.29
H20.1.30
H20.1.30
H20.1.31
H20.1.30
H20.5.13
H20.6.18
H20.4.9
H20.2.28
H20.2.15
H20.6.27
H20.5.13
H20.6.6
H19.7.19
H19.11.29
H20.2.28
H19.11.16
H19.9.14
H19.9.26
H19.10.24
H20.1.22
H20.2.29
H20.2.4
H20.6.17
H20.6.27
H20.3.14
H20.6.27
H20.3.18
H20.2.28
H20.5.9
H20.6.13
H20.6.10

みずほ証券
コスモ証券
モルガン・スタンレー証券
バークレイズ・キャピタル証券
三菱ＵＦＪ証券（特別検査）
メリルリンチ日本証券（特別検査）
ドイツ証券（特別検査）
しんきん証券
岡三証券
松井証券
カブドットコム証券（特別検査）
ジョインベスト証券（特別検査）
SMBCフレンド証券（特別検査）
大和証券（特別検査）
リテラ・クレア証券（特別検査）
日興コーディアル証券（特別検査）
楽天証券（特別検査）
ＳＢＩイー・トレード証券
ドイツ証券
東海東京証券
新生証券
ウェル・フィールド証券（特別検査）
大和証券
ユナイテッドワールド証券
三菱ＵＦＪ証券（特別検査）
バンクAIG証券
ビー･エヌ･ピー・パリバ証券（特別検査）
クレディ・アグリコル アセット マネジメント
ムーンライトキャピタル（特別検査）
日立投資顧問
ピーシーエー・アセット・マネジメント
フランクリン・テンプルトン・インベストメンツ
エルシーピー・リート・アドバイザーズ
ジャパン・ホテル・アンド・リゾート
クレディ・スイス投信
プロスペクト・レジデンシャル・アドバイザーズ
ユナイテッド投信投資顧問
国際投信投資顧問
モリモト・アセットマネジメント
シンプレクス・アセット・マネジメント
フォルティス・アセットマネジメント
中央三井アセットマネジメント
ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント
ウエリントン・インターナショナル・マネージメント・カンパニー・ピーティーイー・リミテッド

委員会金商業者
一種業
（旧国内）

運用

（旧外証）
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担 当 区 分 被 検 査 法 人 検査着手日 臨店終了日 勧 告検査結果
通 知 日

1
2
3
4
1
2
1
1
1
2

○

○
○

H19.8.27
H19.8.27
H19.10.22
H19.10.29
H19.10.22
H19.10.22
H18.11.28
H19.6.20
H19.8.23
H19.8.23

H19.9.28
H19.9.28
H19.12.5
H19.11.30
H19.11.16
H19.11.9
H19.1.19
H19.7.4
H19.8.31
H19.8.31

H20.1.22
H20.2.29
H20.6.17
H20.6.27
H20.2.14
H19.12.21
H19.12.13
H19.11.27
H20.2.25
H19.12.3

エルシーピー投資法人
ジャパン・ホテル・アンド・リゾート投資法人
プロスペクト・レジデンシャル投資法人
ビ・ライフ投資法人
千葉興業銀行（特別検査）
中央三井信託銀行（特別検査）
名古屋証券取引所
日本証券金融（特別検査）
大阪証券金融（特別検査）
中部証券金融（特別検査）

投資法人

登　金

自　主
その他

（注1） 区分欄の「一種業」は第一種金融商品取引業者、「旧国内」は旧国内証券会社、「旧外証」は旧外国証券会社、
　　「登金」は登録金融機関、「運用」は投資運用業者、「助言」は投資助言・代理業者、「自主」は自主規制機関である。
（注2） 斜字体数字は、平成18検査事務年度に検査に着手した法人である。
（注3） 勧告欄の○は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対する勧告を行ったものである。
　　なお、勧告の公表を控える場合がある。
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担 当 区 分 被 検 査 法 人 検査着手日 臨店終了日 勧 告検査結果
通 知 日

1
2
3
4
5
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
1
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

○
○

○

○
　
　
　
　
　
　
　
　

関　東

 

H19.2.22
H19.4.10
H19.5.21
H19.5.24
H19.5.28
H19.7.18
H19.7.18
H19.7.18
H19.7.18
H19.7.18
H19.8.27
H19.8.27
H19.8.27
H19.8.27
H19.8.30
H19.8.30
H19.8.30
H19.9.20
H19.9.20
H19.10.11
H19.10.16
H19.10.16
H19.10.16
H19.10.16
H19.11.8
H20.1.16
H20.1.16
H20.1.29
H20.2.19
H20.2.19
H20.2.19
H20.4.9
H20.4.10
H20.5.21
H20.5.21
H20.5.22
H20.5.27
H19.4.10
H19.8.27
H19.8.27
H19.9.20
H19.10.18
H19.11.8
H19.11.14
H19.11.14
H19.11.14
H19.11.21
H19.11.21
H19.11.28

H19.3.13
H19.4.26
H19.6.21
H19.6.18
H19.6.12
H19.7.24
H19.7.25
H19.7.24
H19.7.24
H19.7.24
H19.9.19
H19.9.19
H19.9.3
H19.8.31
H19.9.12
H19.9.19
H19.9.20
H19.9.27
H19.9.27
H19.10.24
H19.10.30
H19.11.9
H19.10.24
H19.11.2
H19.12.12
H20.1.24
H20.1.24
H20.2.14
H20.3.6
H20.3.7
H20.3.12
H20.4.18
H20.5.14
H20.6.10
H20.6.5
H20.6.4
H20.6.5
H19.5.11
H19.9.26
H19.8.31
H19.10.5
H19.11.1
H19.11.19
H19.11.28
H19.11.30
H19.11.28
H19.12.7
H19.12.10
H19.12.11

H19.10.17
H19.9.14
H19.8.30
H19.12.13
H19.7.25
H19.9.27
H19.8.22
H19.9.6
H19.9.27
H19.9.4
H19.10.31
H19.10.23
H19.11.9
H19.10.22
H19.10.18
H19.12.4
H19.11.1
H20.2.7
H20.2.6
H20.2.19
H20.2.20
H20.2.20
H19.11.22
H20.2.26
H20.2.19
H20.3.5
H20.2.13
H20.3.19
H20.4.2
H20.4.3
H20.6.20
H20.5.16
H20.6.12
H20.6.30
H20.6.30
H20.6.23
H20.6.27
H19.10.17
H19.12.18
H19.10.12
H19.12.18
H20.2.14
H19.12.20
H20.2.6
H20.2.13
H19.12.27
H20.3.4
H20.3.7
H20.1.18

ばんせい証券
丸國証券
いちよし証券
極東証券
エル・ピー・エル日本証券
スターツ証券
ジェービィック証券
エアーズシー証券
シーエー・エーエム証券
ＡＩＰ証券
中原証券
明和證券
JAIC証券
IBS証券
ジーク証券
オリエント証券
室清証券
東洋証券（特別検査）
藍澤證券（特別検査）
三菱商事フューチャーズ証券
ＧＭＯインターネット証券
日産センチュリー証券
アイディーオー証券
三田証券
かざか証券
ＦＸＡ証券（特別検査）
すばる証券（特別検査）
新東京シティ証券
ネットウィング証券
ひまわり証券
オリックス証券
ＳＶＣ證券
アーク証券
のぞみ証券
ニュース証券
宇都宮証券
多摩証券
第一商品
国泰キャピタル
フォレックスクラウン
新日本通商
日本ユニコム
アストマックスＦＸ（特別検査）
エフエックス・オンライン・ジャパン（特別検査）
みらいＦＸ（特別検査）
ベルフォードキャピタルマネジメント（特別検査）
アトランティック・ファイナンシャル・コーポレーション（特別検査）
ＦＸＣＭジャパン（特別検査）
アテナＦＸ（特別検査）

金商業者
一種業
（旧国内）

（旧金先）
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担 当 区 分 被 検 査 法 人 検査着手日 臨店終了日 勧 告検査結果
通 知 日

12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
1
1
2
1
2
3

1
2
3
4
1
2
3
4
5
6
7
8
1
2
3
4
1
2
3
1
2
3

○

○

○

近　畿

H19.11.28
H19.11.28
H19.12.12
H19.12.12
H20.1.16
H20.1.16
H20.1.16
H20.1.16
H20.1.16
H20.1.16
H20.1.28
H20.1.29
H20.1.31
H20.2.19
H20.2.20
H20.3.5
H20.3.5
H20.3.5
H20.3.5
H20.4.9
H20.4.9
H19.8.27
H19.1.16
H19.6.6
H19.10.11
H19.12.13
H20.5.28

H19.1.23
H19.3.7
H19.5.23
H19.5.23
H19.8.28
H19.9.18
H20.1.16
H20.3.4
H20.3.5
H20.4.9
H20.4.15
H20.5.21
H19.10.22
H19.11.8
H19.11.13
H20.1.21
H19.4.16
H19.6.11
H19.6.12
H19.7.23
H19.10.9
H19.10.9

H19.12.11
H19.12.7
H19.12.20
H19.12.19
H20.1.24
H20.1.24
H20.1.24
H20.1.24
H20.1.22
H20.1.28
H20.2.14
H20.2.14
H20.2.12
H20.2.29
H20.3.14
H20.3.14
H20.3.14
H20.3.14
H20.3.14
H20.4.22
H20.4.22
H19.9.3
H19.1.19
H19.6.12
H19.10.17
H20.1.21
H20.6.5

H19.2.19
H19.3.27
H19.6.8
H19.6.15
H19.9.21
H19.10.2
H20.2.15
H20.3.19
H20.3.25
H20.4.25
H20.4.25
H20.6.6
H19.11.9
H19.11.21
H19.11.27
H20.2.1
H19.4.20
H19.6.14
H19.6.28
H19.7.27
H19.10.18
H19.10.17

H20.2.8
H20.1.29
H20.3.7
H20.2.27
H20.2.25
H20.2.18
H20.2.13
H20.3.26
H20.2.18
H20.2.25
H20.3.19
H20.4.2
H20.3.25
H20.4.17
H20.3.14
H20.5.22
H20.5.16
H20.5.22
H20.4.10
H20.5.22
H20.5.23
H19.10.22
H19.7.17
H19.8.7
H19.12.6

なし（廃業の為）
H20.6.27

H19.7.11
H19.9.27
H19.8.23
H19.10.16
H20.5.7
H20.2.7
H20.6.27
H20.5.15
H20.5.26
H20.6.24
H20.5.16
H20.6.27
H20.6.20
H19.12.25
H20.6.2
H20.4.11
H19.8.8
H19.8.7
H19.12.26
H19.10.24
H20.3.4
H20.4.15

オクトキュービック（特別検査）
サン・キャピタル・マネジメント（特別検査）
アリーナ・エフエックス（特別検査）
ai明治ＦＸ（特別検査）
カカクコム・フィナンシャル（特別検査）
グローバル・フューチャーズ・アンド・フォレックス・リミテッド（特別検査）
フォーランド フォレックス（特別検査）
ＵＳＳフォレックス（特別検査）
ＦＸトレーディングシステムズ（特別検査）
ロンナル・フォレックス（特別検査）
アールスリー（特別検査）
大平洋物産
サザインベストメント（特別検査）
ＦＸクリエイト
ニッツウトレード
フォーチュン・キャピタル
キャピタル・マーケット・サービシズ
イーストヒルジャパン
サイバーエージェントＦＸ
コメックス
ハーベスト・フューチャーズ
JAICアセット・マネジメント
ユナイテッド・マネジメント・カンパニー
トレーディングスター
光インベストメント
新都市Investments
マーケットバンク

内藤証券
ひびき証券
播陽証券
フェニックス証券
髙木証券
内藤証券（特別検査）
岩井証券
タイコム証券（特別検査）
岡安証券
光証券
西脇証券
西村証券
ヒロセ通商
外為アルフィックス
大阪為替倶楽部
ＦＸトレード（特別検査）
ランドスカイ
AKファイナンシャル・サービス
FINE21
フューチャーベンチャーキャピタル
ザ・タイミング株式投資学研究所
グローバルリンクアドバイザーズ

運用
助言

助言

金商業者
一種業
（旧国内）

（旧金先）
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担 当 区 分 被 検 査 法 人 検査着手日 臨店終了日 勧 告検査結果
通 知 日

4
5
6
7
8
1
2
3
4

1
2
1
2
3

1
1
2
1
2
3
4
5

1
2
3
4
1
2
1
2
3
4
5
1
2
1
2
3
1
2

1
2
3
4
1
2

○

○

○
○

○

○
　

北海道

東　北

東　海

北　陸

H19.12.11
H20.2.20
H20.3.24
H20.3.24
H20.4.15
H19.7.18
H19.12.6
H20.5.20
H20.5.26

H19.10.17
H20.4.14
H19.8.23
H19.12.3
H20.3.5

H19.5.29
H19.10.17
H20.5.20
H19.8.8
H19.11.27
H20.2.18
H20.3.12
H20.4.14

H18.11.15
H19.5.10
H19.6.6
H19.6.6
H19.8.28
H19.10.23
H19.9.11
H19.11.8
H20.1.8
H20.1.15
H20.2.25
H19.4.5
H19.5.14
H20.3.18
H20.4.15
H20.4.15
H19.7.11
H20.4.8

H19.10.11
H19.11.15
H20.2.21
H20.3.17
H19.8.22
H19.8.22

H19.12.14
H20.3.4
H20.3.27
H20.3.28
H20.4.18
H19.8.2
H19.12.19
H20.5.30
H20.6.6

H19.10.31
H20.4.25
H19.8.31
H19.12.17
H20.3.14

H19.6.15
H19.11.9
H20.6.4
H19.8.31
H19.12.7
H20.2.29
H20.3.28
H20.4.25

H19.2.7
H19.5.23
H19.7.13
H19.6.19
H19.10.2
H19.12.7
H19.9.28
H19.12.5
H20.3.19
H20.1.31
H20.3.10
H19.4.11
H19.5.18
H20.3.21
H20.4.17
H20.4.22
H19.8.6
H20.5.7

H19.10.29
H19.11.30
H20.3.5
H20.4.3
H19.8.30
H19.8.30

H20.6.18
なし
H20.5.26
H20.6.23
H20.5.9
H19.8.31
H20.1.15
H20.6.18
H20.6.25

H19.11.26
H20.6.30
H19.10.11
H20.1.25
H20.5.26

H19.7.13
H20.1.22
H20.6.30
H19.10.18
H20.1.24
H20.5.22
H20.5.23
H20.5.15

H19.9.28
H19.7.10
H19.9.25
H19.9.25
H19.11.27
H20.4.25
H20.1.8
H19.12.7
H20.4.25
H20.4.11
H20.4.8
H19.7.13
H19.7.10
H20.6.5
H20.5.23
H20.5.22
H19.11.28
H20.6.24

H20.4.16
H20.2.25
H20.6.25
H20.6.18
H19.11.14
H19.11.12

グローバルエコノ研究所
アップワード（特別検査）
富士株式投資研究所
ミロ・インベストメント
エフピーアイ
みなと銀行
尼崎信用金庫
紀陽銀行
十三信用金庫

野村證券　旭川支店
ＳＭＢＣフレンド証券　帯広支店
北門信用金庫
北洋銀行
大地みらい信用金庫

日興コーディアル証券　秋田支店
大北証券
野村證券　秋田支店
福島銀行
北都銀行
北日本銀行
みちのく銀行
東北銀行

丸八証券
新大垣証券
大徳証券
松阪証券
豊証券
安藤証券
岡地
ユニバーサル・インベストメント
ジェイ・エヌ・エス
トレックス（特別検査）
インタープラスト（特別検査）
三愛経済
カスタマイト
中央投資経済
ミズ情報サービス
第一総研
中京銀行
愛知銀行

今村証券
石動証券
荒町証券
野村證券　富山支店
富山第一銀行
小浜信用金庫

金商業者
一種業
（旧国内）

助言

登　金

登　金

金商業者
一種業
（旧国内）

金商業者
一種業
（旧国内）

金商業者
一種業
（旧国内）

（旧金先）

登　金

登　金

登　金
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担 当 区 分 被 検 査 法 人 検査着手日 臨店終了日 勧 告検査結果
通 知 日

1
1
2
3
4
1
1
2
3
4

1
1
2
3
4
1
1
2

1
1
2
3
4
5
1
1
2
3

1
1
2
3
1
2
1
1
2

○
　
　
　

中　国
 

 

四　国

九　州
 

福　岡

沖　縄

H19.5.16
H19.10.10
H19.11.19
H20.3.12
H20.4.8
H19.8.28
H19.7.31
H19.8.27
H19.12.10
H20.2.20

H19.5.22
H19.10.10
H19.11.14
H20.2.27
H20.4.2
H20.2.19
H19.8.22
H20.5.13

H18.11.27
H19.9.18
H19.10.15
H19.11.19
H20.4.16
H20.5.19
H19.5.23
H19.8.21
H20.2.25
H20.3.25

H19.5.15
H19.8.23
H20.4.2
H20.5.19
H19.11.8
H19.12.6
H19.10.10
H20.1.24
H20.2.12

H19.6.13
H19.11.1
H19.11.30
H20.3.28
H20.4.18
H19.8.29
H19.8.9
H19.8.31
H19.12.14
H20.2.28

H19.6.7
H19.11.2
H19.12.7
H20.3.19
H20.4.17
H20.2.22
H19.8.31
H20.5.23

H18.12.12
H19.9.28
H19.10.26
H19.12.11
H20.4.25
H20.5.28
H19.6.1
H19.8.31
H20.3.7
H20.4.1

H19.6.6
H19.9.5
H20.4.24
H20.5.30
H19.11.21
H19.12.14
H19.10.26
H20.1.28
H20.2.18

H19.12.27
H20.1.29
H20.2.15
H20.6.26
H20.6.5
H19.11.29
H19.12.14
H19.12.14
H20.2.19
H20.6.10

H19.7.23
H19.12.25
H20.1.18
H20.6.2
H20.5.15
H20.4.23
H19.11.13
H20.6.19

H19.7.2
H20.1.30
H20.2.20
H20.4.21
H20.6.25
H20.6.30
H19.10.9
H19.11.27
H20.6.19
H20.6.12

H19.12.3
H19.10.9
H20.6.11
H20.6.18
H20.3.28
H19.12.18
H19.12.6
H20.3.17
H20.3.17

ウツミ屋証券
津山証券
東洋証券　浜田支店
北田証券
野村證券　下関支店
ニアユー・アセットアドバイザーズ
トマト銀行
玉島信用金庫
米子信用金庫
広島信用金庫

徳島合同証券
三菱UFJ証券　高知支店
三豊証券
愛媛証券
新光証券　徳島支店
新生投資顧問
高松信用金庫
観音寺信用金庫

岡三証券　熊本支店
三菱UFJ証券　鹿児島支店
日興コーディアル証券　大分支店
大熊本証券
新光証券　鹿児島支店
野村證券　大分支店
豊和銀行
鹿児島相互信用金庫
大分銀行
熊本第一信用金庫

スターアセット証券
新光証券　大牟田支店
前田証券
三菱UFJメリルリンチPB証券　福岡支店
アイフォレックス
プロテックスオフィス
十八銀行
沖縄県労働金庫
沖縄海邦銀行

金商業者
一種業
（旧国内）

助言
登　金

金商業者
一種業
（旧国内）

金商業者
一種業
（旧国内）

金商業者
一種業
（旧国内）

助言

（旧金先）

登　金

登　金

登　金
登　金

（注1）区分欄の「一種業」は第一種金融商品取引業者、「旧国内」は旧国内証券会社、「旧金先」は旧金融先物取引業者、
　　「登金」は登録金融機関、「運用」は投資運用業者、「助言」は投資助言・代理業者、「自主」は自主規制機関である。
（注2）斜字体数字は、平成18検査事務年度に検査に着手した法人である。
（注3）勧告欄の○は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対する勧告を行ったものである。
　　なお、勧告の公表を控える場合がある。
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（平成 19 年 7 月～20 年 6 月末）

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容

会社に対する処分
　業務改善命令
①今般の行政処分を踏
まえ、内部管理体制
のあり方について検
証するとともに、責
任の所在の明確化を
図ること

②上記を踏まえ、再発
防止策を策定し、実
施すること

③役職員の法令遵守意
識を高め、適正な業
務運営を遂行するた
めに必要な研修等を
実施すること

④上記①から③につい
て、その対応状況を
書面で報告すること

外務員に対する処分
・代表者兼最高経営責
任者

職務停止18週間
・トレーディング部ト
レーダー

職務停止７週間

19.７.191 ◎　法人関係情報に基づく有価証券の売買

（1）　　バンク・エー・アイ・ジーは、当社の海外関連会社（以下「本
件社債権者」という。）が引き受けたＡ社発行の転換価額修正条項
付転換社債型新株予約権付社債（以下「本件新株予約権付社債」
という。また、以下、本件新株予約権付社債の社債部分のみを「本
件社債」、新株予約権部分のみを｢本件新株予約権｣という。）に関
して、平成 19 年１月５日を最終日とする５連続取引日のＡ社株価
の終値の平均値の 90％に相当する金額が本件新株予約権の修正行
使価額の下限金額（Ｘ円）を下回ったことから、同月９日、「同日以降、
本件新株予約権を行使せず、同日時点での本件社債の未償還残
高の全額について現金で繰上償還を受ける」という意図で、本件
社債権者を代理して、本件社債に係る繰上償還請求権を行使した。

（2）　 Ａ社は、当該繰上償還請求権の行使を受けて、投資者をして「平
成 19 年１月９日以降、本件新株予約権は行使されない」と認識さ
せるべき内容の「ユーロ円建無担保転換社債型新株予約権付社債
の繰上償還に関するお知らせ」（以下「本件プレス・リリース」と
いう。）を公表したところ、当該公表に起因して、Ａ社株価は、翌
10 日には、前日終値Ｙ円から上昇し、同日午前９時 39 分の約定
値段は、その時点での本件新株予約権の行使価額であるＸ円まで
上昇した。

（3）　 バンク・エー・アイ・ジーは、上記（2）の状況を受けて、本件
新株予約権を行使することに方針を転換し、同月 10 日午前 10 時
26 分以降、本件社債権者を代理して、本件新株予約権を行使する
とともに、Ａ社株価が同時点での本件新株予約権の行使価額を上回
る状況において当該株式を売り付けることにより利益を得るべく、
「本件社債権者が、本件プレス・リリースの公表後に本件新株予約
権を行使し、その結果、Ａ社株式が新たに発行された事実」が公表
されていない状況において、本件社債権者との間の取引一任契約
に基づき、当社トレーディング部トレーダーが個別の発注を行う
ことにより、当該株式を市場において売り付けた（当該売付けを、
以下、「本件売付け」という。なお、同月 10 日から同月 16 日まで
の期間における本件新株予約権の行使及び本件売付けの状況は、
下記表のとおり。）。

（4）　　同トレーダーは、遅くとも同月 11 日午前 10 時 47 分までに、当
社の日本における代表者兼最高経営責任者に対して同月 10 日以降
の本件新株予約権の行使及び本件売付けの状況について報告した。
ところが、当該報告を受けた当該日本における代表者からは、こ
れに対して特段の反対はなく、本件新株予約権の行使及び本件売
付けは同月 24 日まで続行されることとなった。
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一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容

1
つづき

（5）　　バンク・エー・アイ・ジーは、平成19年1月17日に、大量保有
報告書の変更報告書を提出し、同書面において、「本件社債権者が、
同月10日に本件新株予約権を行使し、これによりＡ社株式を
1,689,187株取得した事実」を公表した。　

表　本件新株予約権の行使及び本件売付けの状況

外務員に対する処分
・職務停止13週間

19.９.14
（関東）

2 ・　証券会社の使用人による投機的利益の追求を目的とした有価証券
の売買をする行為

　丸國証券株式会社本店第二営業部歩合外務員は、当社に息子名義の
証券取引口座を開設したうえで、平成17年1月14日から同19年4月26
日までの間、当該口座を利用して、自ら銘柄、株数、価格及び売買の
別を決定し、当該決定に基づく注文を自ら発注・執行することにより、
専ら投機的利益の追求を目的として株式の売買を行った。

会社に対する処分
　業務停止命令
・平成19年10月22日か
ら同年10月24日まで
の間、全営業部店の
全業務の停止

・平成19年10月25日か
ら同年10月31日まで
の間、全営業部店の業
務のうち株券の売買に
係る受託業務の停止
・平成19年11月1日か
ら同年11月30日まで
の間、西尾支店、庄
内支店の業務のうち
株券の売買に係る受
託業務の停止

　業務改善命令
・　法令違反の根絶に
　　向けた再発防止策
（全役職員に対する
法令遵守の徹底を図
るための措置を含
む。）を講じること

19.９.28
（東海）

3 ◎　取引一任勘定取引の契約を締結する行為

（1）　　丸八証券株式会社常務執行役員西尾支店長は、その業務に関し、
平成16年10月7日、顧客との間で、有価証券の売買の受託につき、
顧客の個別の取引ごとの同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及
び価格の全部について定めることができることを内容とする契約
を締結した上で、同16年10月8日から同17年7月13日までの間、
取引を執行した。

（2）　　丸八証券株式会社執行役員庄内支店長は、その業務に関し、平
成16年9月頃、顧客との間で、有価証券の売買の受託につき、顧
客の個別の取引ごとの同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び
価格の全部について定めることができることを内容とする契約を
締結した上で、同16年10月6日から同17年6月20日までの間、
取引を執行した。

（3）　　丸八証券株式会社庄内支店営業課長は、その業務に関し、平成
17年6月頃、顧客との間で、有価証券の売買の受託につき、顧客
の個別の取引ごとの同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び価
格の全部について定めることができることを内容とする契約を締
結した上で、同17年6月8日から同18年11月13日までの間、取
引を執行した。

（4）　　丸八証券株式会社藤が丘支店営業員は、その業務に関し、平成
16年4月1日、顧客との間で、有価証券の売買の受託につき、顧
客の個別の取引ごとの同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び
価格の全部について定めることができることを内容とする契約を
締結した上で、同16年4月14日から同18年5月12日までの間、
取引を執行した。

日　 付
本件新株予約権の行使の状況

本件新株予約権
行使金額（円）

本件新株予約権行使
による発行株式数（株）売付け株数（株）

本件売付けの
状況

50,000,000
50,000,000
150,000,000
200,000,000
100,000,000
50,000,000
50,000,000
―

337,837
337,837
1,013,513
1,351,351
675,675
337,837
337,837
―

1,824,000

1,686,000

662,900
260,800
―

平成19年1月10日㈬

平成19年1月11日㈭

平成19年1月12日㈮
平成19年1月15日㈪
平成19年1月16日㈫
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3
つづき

◎　取引所有価証券市場における上場有価証券の相場を固定させる目
的をもって、一連の上場有価証券の買付けの受託・執行をする行為

　丸八証券株式会社取締役リテール本部長及びリテール本部副本部長
は、その業務に関し、当社が新規上場の際の株式公募に当たり引受主
幹事会社を務めた上場会社の株式の株価について、上場日から当分の
間、公募価格と同価格以上に固定させる目的をもって、本店営業部ほ
か営業部店の部店長らに対し、顧客に公募価格と同価格の指値で当該
株式の買付けを行うことを勧誘し、当該買付注文を受託・執行するよ
う指示した。
　これを受け、当該部店長らは、それぞれの部店において営業員に上
記指示を伝え、当該指示を受けた営業員らは、平成18年4月11日から
同年5月23日までの間、顧客に対し、公募価格と同価格の指値で当該
株式の買付けを行うことを勧誘し、103名の顧客から203件33,200株の
買付注文を受託し、取引所有価証券市場で執行した。

19.10.16
（近畿）

4

・今回の法令違反行為
に係る責任の明確化
を図ること

・社内監査体制の抜本
的見直しを行うこと

・売買管理体制の抜本
的見直しを行うこと

・今般の旧証券取引法
　第159条第3項に違反
する行為により、不当
な公募価格で買付け
を行うこととなった顧
客に対して、今般の行
政処分を受けた経緯
を含め正確かつ十分
な説明を行うこと

外務員に対する処分
・西尾支店常務執行役
員

　職務停止4週間　
・庄内支店執行役員
　職務停止4週間
・庄内支店営業課長
　職務停止2週間
・藤が丘支店営業員
　職務停止2週間
・取締役リテール本部長
　　未定
・取締役リテール本部
副部長

　　未定

◎　受託契約等の締結の勧誘の要請をしていない一般顧客に対し、電
　話をかけて、受託契約等の締結を勧誘する行為

　フェニックス証券株式会社外国為替営業部（平成18年9月1日、外
国為替部に名称変更）部長は、その業務に関し、外国為替証拠金取引
（以下「ＦＸ取引」という。）の口座を解約した顧客のリスト（当該リ
ストに記載された顧客には継続的取引関係にある顧客に該当しない一
般顧客が含まれていた。）を作成した上で、平成18年1月から同年12
月までの間、営業員に対し、それらの顧客にＦＸ取引の受託等を内容
とする契約（以下「受託契約等」という。）の締結の勧誘を行うよう指
示した。
　また、同部長は、その業務に関し、平成18年2月中旬頃、営業員に
対し、当社がＦＸ取引業務を譲り受けた際、当社への口座移管に同意
しておらず、口座が移管されていない顧客に受託契約等の締結の勧誘
を行うよう指示した。
　これらの指示を受けた営業員5名は、その業務に関し、平成18年2
月23日から同19年1月12日までの間、受託契約等の締結の勧誘の要請
をしていない一般顧客47名に対し、電話をかけて、受託契約等の締結
の勧誘を行った。

会社に対する処分
　業務改善命令
①今般の法令違反行為
の責任の所在を明確
化すること

②内部管理態勢の充
実・強化を図るとと
もに、法令違反の根
絶に向けた再発防止
策を策定し、役職員
に周知徹底すること

③法令遵守に関する経
営管理態勢の改善を
図ること

④社内検査態勢の充
実・強化のための方
策を講じること

⑤上記①から④につい
て、その対応状況を
書面で報告すること

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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4
つづき

19.10.17
（関東）

5

　また、②から④につ
いては、その実施状
況を、当分の間3か
月ごとに書面で報告
すること

外務員に対する処分
・職務停止6週間

・　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
　
　ばんせい証券株式会社大阪支店第二営業部第一営業課営業員は、平
成18年11月24日及び同年12月1日に顧客2名との間で、それぞれ、
株式の売買の受託につき、顧客の個別の取引ごとの同意を得ないで、
売買の別、銘柄、数及び価格の全部について定めることができること
を内容とする契約を締結した上で、平成18年11月27日から同19年1
月19日までの間、取引を執行した。

外務員に対する処分
・職務停止3週間

19.10.196 ◎　親銀行から非公開情報を受領する行為及び親銀行から取得した非
公開情報を利用して勧誘する行為

（1）　　みずほ証券株式会社エクイティグループ業務開発部長は、平成
18年6月19日、その業務に関し、親銀行である株式会社みずほコー
ポレート銀行から、顧客より同意書を取得しないまま、72顧客に
関する非公開情報を受領した。

（2）　①　みずほ証券株式会社市場営業グループ市場営業第4部営業員
　は、平成18年1月13日、その業務に関し、親銀行である株式会
　社みずほコーポレート銀行から、顧客より同意書を取得しない
　まま、71顧客に関する非公開情報を受領した。

　　②　また、同営業員から当該非公開情報を受領した同営業員の上
　司である市場営業グループ市場営業第4部長は、同部所属の4名
　の営業員に対し、当該非公開情報に基づき新規顧客を勧誘する
　よう指示し、当該営業員4名は、少なくとも3件の有価証券の買
　付けの勧誘を行った。

会社に対する処分
　業務改善命令
①顧客情報の管理態勢
及び関連する内部管
理態勢について検証
するとともに、経営
姿勢の明確化を図る
こと

②親法人との間におけ
る適正な業務の独立
性・相互牽制の確保
に向け、再発防止策
を策定し、実施する
こと

③役職員の法令遵守意
識を高め、必要な研
修等を実施するとと
もに、社内監査の充
実を図ること

④上記①から③につい
て、その対応状況を
書面で報告すること

外務員に対する処分
・市場営業グループ市
場営業第4部長

　職務停止4週間　
・エクイティグループ
業務開発部長

　職務停止3週間　

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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19.11.278 ○　品貸入札における不公正な調整について

　日本証券金融株式会社は、貸借取引における貸株超過銘柄について
は、当該銘柄を保有する証券会社及び生命保険会社、損害保険会社等
を参加者とする入札（以下「品貸入札」という。）により、貸付料率（以
下「品貸料」という。）を決定し、株券を調達することとしている。
　しかしながら、同社においては、一部の銘柄に係る品貸入札におい
て特定の入札参加者に対し、料率及び株数といった入札条件の変更な
どを要請し、不公正な入札調整を行うことにより、品貸料を引き上げ
ていた事実が認められた。なお、当該入札調整は、遅くとも平成10年
6月頃から行われていたものと認められる。

会社に対する処分
　業務改善命令
①根本的な原因を究明
し、問題の所在を総
括した上で、以下の
観点からコンプライ
アンス態勢及び内部
管理態勢を充実・強
化すること

・内部管理態勢及びコ
ンプライアンス態勢
のあり方について検
証するとともに、責
任の所在の明確化を
図ること

・役職員の投資者保護
の意識を高め、当社

19.11.167 ○　投資一任契約に係る業務の認可取得前にファンドの一任運用をす
る行為

　ムーンライトキャピタル株式会社は、平成15年8月26日に運用会社
との間で投資顧問（助言）契約を締結し、その運用に関し助言を行っ
ていたとするファンドについて、投資一任契約に係る業務の認可を受
けた同年12月3日の前に事実上投資一任契約を締結し、その一任運用
を行っていた。

会社に対する処分
　業務停止命令
・平成19年11月26日か
ら同20年1月25日ま
での間、新規の投資
一任契約締結の禁止
及び新規の投資顧問
契約締結の禁止

　業務改善命令
①本件の法令違反行為
の責任を明確化する
こと

②内部管理態勢の充
実・強化を図るとと
もに、法令違反の根
絶に向けた再発防止
策を策定し、役職員
に周知徹底すること

③法令遵守に関する経
営管理態勢の改善を
図ること

④社内検査態勢の充実
のための方策を講じ
ること

⑤上記①から④につい
てその対応状況を、
また、②から④につ
いてはその実施状況
を当分の間3か月ご
とに、いずれも書面
で報告すること

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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19.11.309 ・　外務員の職務に関する著しく不適当な行為（弊害防止措置に係る
禁止行為を免れることを意図した取引の着手）

（1）　　バークレイズ・キャピタル証券株式会社が、共同主幹事会社と
して元引受けを行った円貨社債券（以下「本件社債」という。）に
ついて、当社クレジット・トレーディング部長は、本件社債を当
社自己勘定で保有したいと考えたものの、それが困難であったこ
とから、当社が代理を行っているバークレイズ・バンク・ピーエ
ルシー（以下「BBPLC」という。）の口座を使って、本件社債を買
い付けることとした。

　　　また、同部長は、BBPLCの口座を使って本件社債を買い付けること
を検討する過程で、当該買付けが、証券会社の行為規制等に関する
内閣府令（以下「行為規制府令」という。）第12条第1項第6号に
規定する「証券会社が有価証券（中略）の引受人となった日から
6月を経過する日までの間において、その親法人等（中略）に当
該有価証券を売却すること（後略）。」に該当することを認識した。

外務員に対する処分
　未定

8
つづき

（参考） 
　日本証券金融株式会社が要請を行っていたとする特定の入札参加者
のうち、当委員会が検査権限を有する証券会社に対し特別検査及び報
告徴求を実施した結果、特定の証券会社が、その要請に応じ入札条件
を変更し、入札調整に関与していたことが認められた。当該入札調整
に関与した証券会社の行為は、実行当時の証券取引法に違反する行為
とは認められない。しかしながら、当該入札調整により、本来、公正
な入札により決定される品貸料が引き上げられ、結果的に投資者が負
担するコストが増大することとなっており、当該証券会社の行為は、
会社により関与等の程度は異なるものの、公益及び投資者保護上問題
があると考えられる。

　が定める各種規定を
遵守し、公正かつ適切
に業務運営がなされ
るよう必要な研修及
び周知徹底すること

・内部監査部門の抜本
的な改善・強化によ
り監査機能の実効性
を確保すること

・当社の関連規程及び
業務運営について、公
正性及び適切性を確
保するための改善の
余地を検証すること

・品貸入札業務に係る
取引記録について、事
後的に検証できるよう
必要な整備を行うこと
・上記を踏まえ、再発
防止策を策定し、実
施すること

・改善を行った取り組
みについて公表する
こと

②上記①について、そ
の対応状況を書面で
報告すること。以降、
実施及び改善状況に
ついて、2ヶ月毎に
報告すること

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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19.12.３
（福岡）

10 ・　金融商品取引業者の使用人による投機的利益の追求を目的とした
有価証券の売買をする行為

　スターアセット証券株式会社本店営業部係長（当時）は、平成16年
6月30日から平成19年4月12日までの間、自ら銘柄、株数、価格及び
売買の別を決定し、当該決定に基づく発注を、当社とは別の証券会社
に口座を開設していた知人に依頼して、当該知人に発注させることに
より、専ら投機的利益の追求を目的として株式の売買を行った。

外務員に対する処分
・職務停止3週間

19.12.７
（東海）

11 ○　不適切な区分管理の状況

　株式会社ユニバーサル・インベストメントは、平成19年11月7日現在、
顧客から預託を受けた金銭の一部を当社の運転資金等に充当するなど、
自己の固有財産と区分して管理していない状況となっている。

○　自己資本規制比率が120％を下回る状況
　
　株式会社ユニバーサル・インベストメントの自己資本規制比率は、
平成19年11月7日現在120％を下回る。

○　純財産額が最低純財産額を下回る状況

　株式会社ユニバーサル・インベストメントの純財産額は、平成19年
11月7日現在50,000千円を下回る。

会社に対する処分
　業務停止命令
・平成19年12月8日か
ら同20年6月7日まで
の間、全ての店頭デ
リバティブ取引等業
務の停止

　業務改善命令
①顧客から預託を受け
た保証金等の正確な
把握を行い、不足額を
速やかに解消すること
②顧客試算の保全を最
優先とし、会社財産
の不当な費消を行わ
ないこと

③自己資本規制比率等
の改善計画を策定す
ること。増資等を行
う場合は当社の財務
状況等について説明
責任を果たすこと

④顧客に対して今回の
行政処分の内容を周
知するとともに、適
切な対応を行うこと

9
つづき

（2）　　クレジット・トレーディング部長は、遅くとも平成18年 12月13日まで
に、かねてからの友人であるA証券会社社員との間で、本件社債
について、①A証券会社が募集により当社から取得する取引（以下
「本件プライマリー取引」という。）と、②当社が代理するBBPLC
がA証券会社から買い戻す取引（以下「本件セカンダリー取引」
という。）の二つの取引（以下「本件スキーム」という。）を実行
することを合意し、同年12月14日に本件プライマリー取引、同年
12月15日に本件セカンダリー取引の約定が、それぞれ成立した。

（3）　　以上のとおり、クレジット・トレーディング部長は、本件社債
について、行為規制府令第12条第1項第6号の禁止規定を免れる
ことを意図して本件スキームに基づく一連の取引を実行した。

　なお、同年12月15日に約定が成立したBBPLCによる本件セカンダ
リー取引については、その後、当社コンプライアンス部が本件スキー
ムについて問題意識を持ったことなどから、同年12月19日（処理日）、
買戻し先をBBPLCから当社とした売買取引として訂正処理している。

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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11
つづき

⑤法令遵守に関する内
部管理態勢の強化を
図るとともに、法令
違反の根絶に向けた
再発防止策を策定し、
役職員に周知徹底す
ること

⑥今般の法令違反行為
の責任の所在を明確
化すること

⑦上記①については、
毎週月曜日及び随時
に当局に報告するこ
と。また、②から⑥
については毎月初及
び随時に当局に報告
すること

19.12.1312 ○　上場審査業務に係る不備

　株式会社名古屋証券取引所は、その開設する取引所金融商品市場で
あるセントレックスへの有価証券の上場審査において、複数の銘柄に
関し、その成長可能性を判断するに際し、利益計画の策定根拠及びそ
の合理性、妥当性の一部について、実現可能性等の観点から十分な審
査を行っていない不備が認められた。

（参考）
　具体的には、複数の上場申請会社について、①上場申請当期に著しい
予実の差異が生じ、かつ、その前期に売上計上の是非に関連し監査法
人が変更されている、②上場申請の直後に当該期の売上高等が数回にわ
たり減額された結果、売上高の上昇基調が継続していると判断し得る
最低水準にとどまる等の事実が認められているなど、十分な審査が求
められる状況であったにもかかわらず、当取引所が、十分な審査を行っ
ていないといった不備が認められた。

○　前回検査指摘事項等の改善措置の実施状況等に係る不備

　株式会社名古屋証券取引所は、前回の当委員会検査及び金融庁検査
において不備を指摘された事項等について、改善報告書を提出し改善
措置を講じているとしていたにもかかわらず、一部の指摘事項等への
改善措置の実施状況等に不備が認められた。

（参考）
　具体的には、①考査業務について、前回検査において売買審査の結果
等の情報を利用するよう指摘されていたが、結果的にその改善が図ら
れていなかった、②売買審査業務については、前回検査の指摘事項の改
善は図られていたものの、株価形成に係る売買審査の審査項目等に不
備があり、その実効性が不十分であるといった不備が認められた。

会社に対する処分
　業務改善命令
・委員会から指摘され
た各事項について、
名古屋証券取引所と
してその発生原因や
問題点等について分
析、検証を行った上
で、具体的かつ実効
性のある改善策を講
じること

・上記に関する業務改
善計画を提出し、以
後当分の間、その
3ヶ月毎の実施状況
を報告すること

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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19.12.18
（関東）

13 ◎　顧客から預託を受けた委託証拠金を自己の固有財産と区分して管
理していない状況

　株式会社国泰キャピタルは、顧客から預託を受けた外国為替証拠金
取引に係る委託証拠金のうち、カバー取引先に預託し、区分して管理
していた額の一部について、代表取締役社長の友人への貸付けに流用
するなど、自己の固有財産と区分して管理していなかった。そのため、
平成17年7月から同年10月まで、同18年2月及び同年4月から同19年
8月までの各月末において、区分して管理すべき額（以下「区分管理額」
という。）が不足している状況となっていた。（なお、同年9月末にお
いては、当該貸付けを解消したことなどから、区分管理額の不足は生
じていない。）
　代表取締役社長及び委託証拠金の区分管理を担当する取締役副社長
は、上記のとおり、区分管理額が不足している状況を認識していたに
もかかわらず、その原因を究明するなどの措置を講じず、区分管理額
が不足している状況をそのまま放置していた。

◎　自己資本規制比率の虚偽の届出等

　代表取締役社長及び取締役副社長は、その業務に関し、カバー取引
先に預託していたカバー取引に係る委託証拠金の一部を国内の預金口
座に振り替えたように見せかける架空の資金移動操作を行い、取引先
リスク相当額を過小に算出することなどにより、実際よりも過大な虚
偽の自己資本規制比率を算出した上で、①当該自己資本規制比率を記載
した届出書（平成17年12月から同19年8月まで（同18年4月を除く。）
の各月末）を関東財務局長に提出し、②当該自己資本規制比率を記載し
た書面（平成17年12月並びに同18年3月、6月、9月及び12月並びに
同19年3月及び6月の各月末）を公衆の縦覧に供し、③当該自己資本規
制比率を記載した事業報告書（平成18年2月期、同19年2月期及び同
年3月期）を関東財務局長に提出した。（なお、同年9月末においては、
適正に自己資本規制比率が算定されている。）

会社に対する処分
　業務停止命令
・平成20年1月15日か
ら同年2月14日まで
の間、全ての業務の
停止

　業務改善命令
①顧客に対して今回の
行政処分の内容を周
知するとともに、適
切な対応を行うこと

②今般の法令違反行為
の責任の所在を明確
化すること

③法令遵守に関する経
営管理態勢の改善を
図ること

④法令遵守に関する内
部管理態勢の強化を
図るとともに、法令
違反の根絶に向けた
再発防止策（特に自
己資本規制比率の算
出について）を策定
し、役職員に周知徹
底すること

⑤社内検査態勢の充
実・強化のための方
策を講じること

⑥上記の①から⑤につ
いて、その対応状況
を書面で報告するこ
と。また、①及び③
から⑤については、
その実施状況を、当
分の間3ヶ月ごとに
書面で報告すること

外務員に対する処分
・代表取締役社長
　職務停止8週間
・取締役副社長
　職務停止8週間

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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19.12.18
（関東）

14 ◎　電子情報処理組織の管理が不十分な状況等

　株式会社新日本通商のシステムリスク管理態勢は、以下のとおり、
極めて杜撰であることが認められた。

（1）　　システムリスクに対する認識等
　　　代表取締役社長及び取締役外国為替事業部長は、システムリス

ク管理の重要性に関する認識が欠如している。
（2）　　適切なリスク管理体制の確立
　　　株式会社新日本通商は、システムリスク管理の基本方針及び具

体的基準を定めておらず、適切なリスク管理体制が確立されてい
ない。

（3）　　システム監査
　　　株式会社新日本通商は、金融先物取引業登録以降、システム監

査を一度も行っていない。
　　　また、株式会社新日本通商は、システムに精通した監査要員を

平成19年7月まで配置していない。
（4）　　安全対策の整備
　　　株式会社新日本通商は、安全対策の基本方針、基準及び手順を

策定しておらず、安全対策を適正に管理する安全管理者も設置し
ていないなど、安全対策の整備が図られていない。

（5）　　外部委託管理
　　　株式会社新日本通商は、外部委託業務について、リスク管理が

適切に行われていない。
（6）　　コンティンジェンシープラン
　　　株式会社新日本通商は、コンティンジェンシープランを策定し

ておらず、緊急時体制が構築されていない。
（7）　　障害発生時の対応
　　①　顧客への対応
　　　株式会社新日本通商は、発生したシステム障害のうち、顧客

に大きな影響を与えると考えられるもの以外は、顧客への周知
を行っていない。

　　　また、システム障害発生時における顧客への対応手順を定め
ていないほか、システム障害により顧客に損失が発生した場合
の補てんの基準等も定めておらず、場当たり的な対応となって
いる。

　　②　原因分析、対応策等
　　　株式会社新日本通商は、プログラムの不備に起因すると考え

られるシステム障害の発生に際し、その原因分析を行っておら
ず、抜本的な改善が図られていない。

　　　また、当社は、サーバを過負荷となった状態のまま長期間放置
しており、これに起因するシステム障害が複数回発生している。

　　　さらに、為替レート配信元による異常レートの配信が多数回
発生しているにもかかわらず、配信元から具体的な改善策の提
示を受けることなく放置し、根本的解決を図っていない。

　　③　当局への報告体制
　　　株式会社新日本通商は、金融先物取引業登録にあたり、関東

財務局長からシステム障害発生時にはこれを報告するよう命じ
られており、当社においては、金融先物取引業登録以降、検査
基準日までの間、少なくとも53件ものシステム障害が発生して
いたにもかかわらず、このうち38件を関東財務局長に報告して
いなかった。 

会社に対する処分
　業務改善命令
①今般の法令違反行為
の責任の所在を明確
化すること

②システムの現状、シ
ステム障害の発生原
因を十分確認・検討
し、システム改善の
ために必要な外部シ
ステム監査の実施及
びシステム障害発生
時の速やかな復旧対
応のために必要なコ
ンティンジェンシー
プランの整備等、実
効性のあるシステム
管理態勢の整備を図
り、確実に実行する
こと

③今般の行政処分を踏
まえ、法令違反の根
絶に向けた再発防止
策を策定し、役職員
に周知徹底すること

④上記の①から③につ
いて、その対応状況
を書面で報告するこ
と。また、②及び③
については、その実
施状況を、当分の間
3ヶ月ごとに書面で
報告すること

外務員に対する処分
　職務停止7週間

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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20.２.1515 ◎　法人関係情報の管理不備

　ウェル・フィールド証券株式会社代表取締役社長、代表取締役副社
長ほか1名は、その業務に関し、平成17年10月から同19年11月26日
までの間において、上場会社から、少なくとも43件の法人関係情報を
取得しており、これらの法人関係情報については、内部者取引の未然
防止等の観点から、厳重に管理すべきであると認められるところ、う
ち10件については法人関係情報として登録しておらず、2件について
は法人関係情報としての登録が1週間乃至2週間程度遅延している状況
にあった。
　なお、平成18年11月7日及び8日に取得した上場会社に係る法人関
係情報については、その登録を行っていなかったため、同月13日及び
14日、当社の自己の計算において同社株式を買い付けており、内部者
取引防止等の観点から、極めて不適切なものとなっている。

会社に対する処分
　廃業のため無し

外務員に対する処分
・代表取締役社長
　職務停止2週間
・代表取締役副社長
　職務停止2週間

20.２.2916 ○　投資法人が、資産運用会社の利害関係人が本来負担すべきであっ
た費用を負担している状況

（1）　　ジャパン・ホテル・アンド・リゾート投資法人は、平成17年12
月14日、当投資法人が資産運用を委託しているジャパン・ホテル・
アンド・リゾート株式会社の利害関係人（以下「本件利害関係人」
という。）との間で、当投資法人の運用資産として予定していた建
物（以下「本件建物」という。）の取得に関し、不動産信託受益権
譲渡契約を締結した。その際、当投資法人と本件利害関係人は、
本件建物に係る信託受益権の譲渡日までに本件利害関係人が発注
することとなっていたテナント集合看板（以下「本件看板」とい
う。）に関する費用（以下「本件看板費用」という。）を本件利害
関係人が負担することで合意した。

（2）　　ジャパン・ホテル・アンド・リゾート投資法人の執行役員（当時）
は、平成18年2月末日頃、本件建物の賃借人（以下「本件賃借人」
という。）から、本件利害関係人が未発注のままにしていた本件看
板の設置を求められた際、本件看板費用については本件利害関係
人が本来負担すべきものであることを認識していながら、当投資
法人が本件看板費用を負担するという前提で、本件看板の設置を
本件賃借人をして外部業者に対して発注させることとし、その後、
同年4月17日には、当投資法人を代表して、本件利害関係人との
間で、本件看板費用を本件利害関係人の負担から当投資法人の負
担に変更する旨の覚書（以下「本件覚書」という。）を締結した（な
お、同人は、本件覚書を締結することに関して、当投資法人の他
の役員には、あえて何ら相談・報告を行っていない。）。

（3）　　ジャパン・ホテル・アンド・リゾート投資法人は、本件覚書に
従 い、同 年5月1日 に1,106,910円 を、ま た、同 年7月10日 に
1,234,380円を本件看板の設置工事を施工した外部業者に支払うこ
とにより、本件看板費用として合計2,341,290円を負担した。

会社に対する処分
　業務改善命令
①投資法人として、業
務の健全かつ適切な
運営を実現するため、
法令等遵守態勢の充
実・強化を図ること

②実効性ある再発防止
策を策定・実施し、
責任の所在の明確化
を図ること

③上記①及び②の措置
をとり、その実施状
況を書面で報告する
こと

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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20.２.2917 ○　利益相反状況における資産運用会社の忠実義務違反

（1）　　ジャパン・ホテル・アンド・リゾート投資法人は、平成17年12月14日、
当投資法人が資産運用を委託しているジャパン・ホテル・アンド・リゾー
ト株式会社の利害関係人（以下「本件利害関係人」という。）との間で、
当投資法人の運用資産として予定していた建物（以下「本件建物」と
いう。）の取得に関し、不動産信託受益権譲渡契約（以下「本件譲
渡契約」という。）を締結した。その際、当投資法人と本件利害関係
人は、本件建物に係る信託受益権の譲渡日までに本件利害関係人が
発注することとなっていたテナント集合看板（以下「本件看板」という。）
に関する費用（以下「本件看板費用」という。）を本件利害関係人が
負担することで合意した。

（2）　　ジャパン・ホテル・アンド・リゾート投資法人の執行役員（当時）は、
平成18年2月末日頃、本件建物の賃借人（以下「本件賃借人」という。）
から、本件利害関係人が未発注のままにしていた本件看板の設置を求
められた際、本件看板費用については本件利害関係人が本来負担す
べきものであることを認識していながら、当投資法人が本件看板費用を
負担するという前提で、本件看板の設置を本件賃借人をして外部業者
に対して発注させることとし、その後、同年4月17日には、当投資法人
を代表して、本件利害関係人との間で、本件看板費用を本件利害関
係人の負担から当投資法人の負担に変更する旨の覚書（以下「本件
覚書」という。）を締結した（なお、同人は、本件覚書を締結すること
に関して、当投資法人の他の役員にも、当運用会社の役職員にも、あ
えて何ら相談・報告を行っていない。）。

（3）　　ジャパン・ホテル・アンド・リゾート株式会社の代表取締役（当時。なお、
当投資法人の上記執行役員が当時当該役職を兼務していた。）は、本
件看板費用については、当初の本件譲渡契約では本件利害関係人が
負担すべきものとされており、本件覚書の締結により当投資法人が負担
することになったことを認識しながら、本件賃借人に対して、本件看板
費用を当投資法人が費用負担する資本的支出として処理することを求
める申請書を当運用会社に対して提出するよう指示した。当該指示を受
けて、当該賃借人は、当運用会社に対して当該申請書を提出したとこ
ろ、当運用会社代表取締役及び同社管理本部長（当時）は、同年4
月26日及び5月16日、何らの異議なく、当該申請を承認した。

会社に対する処分
　業務改善命令
①投資運用業者として、
公正かつ適切な業務
運営を実現するため、
法令等遵守に係る経
営姿勢の明確化、経
営陣による責任ある
法令等遵守態勢及び
内部管理体制の構築、
並びにこれらを着実
に実現するための業
務運営方法の見直し
を図ること

②実効性のある再発防
止策を策定・実施し、
責任の所在の明確化
を図ること

③上記①及び②に関す
る業務改善計画を書
面で提出し、直ちに
実行すること

20.３.14
（関東）

18 ○　財産の状況に照らし支払不能に陥るおそれがある状況

　ニッツウトレード株式会社の財産の状況は、平成20年1月31日現在、
債務超過となっている。

○　純財産額が最低純財産額に満たない状況

　ニッツウトレード株式会社の純財産額は、平成20年1月31日現在、
50,000千円を下回っている。

○　自己資本規制比率が120パーセントを下回る状況

　ニッツウトレード株式会社の自己資本規制比率は、平成20年1月31
日現在、120パーセントを下回っている。

会社に対する処分
　業務停止命令
・平成20年4月4日から
同年10月3日までの
間、全ての業務の停止

　業務改善命令
①投資者の正確な把握
及び投資者から預託
を受けた保証金の正
確な把握を行うこと

②会社財産（資産、負
債及び純財産の額）
の正確な把握を行う
こと

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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18
つづき

③投資者から預託を受
けた保証金について
保全を図るとともに、
会社財産を不当に費
消する行為を行わな
いこと

④投資者の間における
公平に配慮しつつ、
投資者の保護に万全
の措置を講じること

⑤上記業務停止命令に
ついて、店頭及び
ホームページに表示
する等、投資者への
周知徹底を適切に行
うとともに、投資者
への適切な対応に配
慮すること

20.４.25
（東海）

20 ◎　金融商品取引業に関し、不正又は著しく不当な行為をした場合に
おいて、その情状が特に重いと認められる状況等

　株式会社ジェイ・エヌ・エス代表取締役社長（以下「社長」という。）
は、その業務に関し、顧客の課税免脱に加担する中で、以下の（2）記
載のとおり多数の法令違反行為を発生させている。

（1）　　顧客の課税免脱に加担する行為等
　　　株式会社ジェイ・エヌ・エス社長は、平成13年2月頃、外国為替

証拠金取引により大きな収益を上げている顧客がいたことから、
当該顧客の税金対策、さらには顧客との取引拡大や当社の手数料
収入の向上につなげる目的で、平成13年2月28日から同18年8月22
日までの間において、顧客が売買損を発生させたような取引を装
い、当該顧客の口座から海外居住者口座等に委託証拠金等を資金
移転のうえ、移転先口座で外国為替証拠金取引を行う取引一任勘
定取引契約の締結を行った。

　　　当社役員（以下「一任運用担当役員」という。）は、当該取引
一任勘定取引契約に基づく資金運用を担当していたところ、外国
為替相場を読み違えて運用に失敗し、全建玉を決済した平成18年5
月9日までに、資金移転した委託証拠金等の全額を消失させ、さら
には、当社の計算に帰属する損失を発生させた。一任運用担当役
員は、これらの損失が社長に発覚することをおそれ、架空売買に
より、（取引一任勘定取引契約を締結した顧客とは別の）当社顧
客（以下「一般顧客」という。）の口座にその損失を付け替え、
当社損失の隠蔽を図った。

会社に対する処分
　登録の取消

　代表取締役の解任

　業務改善命令
・顧客取引を速やかに
結了し、かつ、顧客
から預託を受けた保
証金等を遅滞なく返
還するとともに、会
社財産を不当に費消
する行為を行わない
こと

・顧客の間における公
正に配慮しつつ、顧
客の保護に万全の措
置を講じること

・上記の登録取消命令
について、店頭及び
ホームページに掲示
する等、顧客への周
知を徹底するととも

20.４.25
（東海）

19 ○　インターネット取引に係る本人確認の不備

　安藤証券株式会社は、平成19年4月、当社のインターネット取引に
係る顧客について、電子メールのアドレスが同一である顧客口座の名
寄せを行い、取引の相手方が取引の名義人になりすましている疑いの
ある「異姓異住所」口座のほか、「同姓異住所」口座及び「異姓同住所」
口座を複数抽出したにもかかわらず、これらの口座におけるその後の
取引に際し、金融機関等による顧客等の本人確認等及び預金口座等の
不正な利用の防止に関する法律に基づく本人確認を行っていなかった。

○　不適切な区分管理等の状況

　ニッツウトレード株式会社は、外国為替証拠金取引において、平成
19年4月から同年8月までの間、顧客から預託を受けた金銭等の一部を、
当社の自己取引の損失に充当したため、平成20年1月31日現在、顧客
から預託を受けた金銭等を適切に管理していない状況となっている。

会社に対する処分
　未定

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容



̶ 167 ̶

20
つづき

　　社長は、平成18年7月頃までには、当社損失が一般顧客口座に付け
替えられている事実を認識したにもかかわらず、何ら是正措置を図
ることなく放置したばかりか、当社経理を担当する役員に対して、
さらに架空売買による委託証拠金等の資金移転を指示し、平成20年1
月7日現在、一般顧客口座には当社の計算に帰属する損失合計308,000
千円が存在する状況となっている。

（2）認められた法令違反行為
①　不正の手段により金融先物取引業者の登録を受けた行為
②　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
③　委託証拠金等を不正の手段により取得する行為
④　外国為替証拠金取引について生じた顧客の損失の全部を補てん
するため当該顧客に対し財産上の利益を提供する行為

⑤　虚偽の自己資本規制比率を届け出る行為及び虚偽の数値を記載
した事業報告書を提出する行為

⑥　業務に関する帳簿書類に不実の内容を記載する行為
⑦　顧客から預託を受けた保証金等（委託証拠金等）を自己の固有
財産と区分して管理していない状況

⑧　自己資本規制比率が120パーセントを下回る状況

（補足資料）
個々の法令違反行為の詳細

①　不正の手段により金融先物取引業者の登録を受けた行為
　　当社社長は、平成17年6月頃、当社の自己資本規制比率が100％未満
であったことから、これを上昇させるため、一般顧客口座を利用した
架空売買を行って当該顧客口座に売買損を発生させるとともに同額を
当社の売買益として利益計上するよう当社役員に指示した。当該役員
は、社長の指示に従い、同年6月30日及び同年8月31日の2回にわたり、
架空売買を行った。

　　以上の結果、平成17年11月、当社社長は、金融先物取引法（以下
「金先法」という。）第57条の規定に基づく金融先物取引業者の登録
の申請に当たり、真実は、同年10月末現在の自己資本規制比率が
100％未満に過ぎなかったにもかかわらず、120％超とする書面を添付
して申請を行い、登録を受けた。

②　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
　　当社社長は、売買の別、取引対象通貨、数量、約定数値について、
顧客の同意を得ないで定めることができることを内容とする受託契約
を顧客と締結することが、金先法で禁止される取引一任勘定取引の契
約締結に該当すると認識していた。それにもかかわらず、当社社長は、
改正金先法施行後の平成17年7月以降、取引一任勘定取引の契約締結
を当社役員らに継続させ、同人らは、同年7月中旬から同18年8月中旬
までの間において、7顧客に対し、外国為替証拠金取引につき、売買
の別、取引対象通貨、数量、約定数値について顧客の同意を得ないで
定めることができることを内容とする受託契約である旨を説明の上、
勧誘を行い、延べ21回にわたり、同契約を締結した。

③　委託証拠金等を不正の手段により取得する行為
　　平成18年7月下旬、当社社長は、当社職員から、当社の顧客に対し
て取引一任勘定取引の勧誘を行いたいとの相談を受けた際、顧客から
取得した委託証拠金等を当社損失に一時的に充当することを画策し、
当社には既に取引一任勘定取引を行う意思も運用の実態もなかったに
もかかわらず、その事実を顧客に告げることなく、取引一任勘定取引
の契約を締結させた。その結果、当社は、同年7月28日及び同年8月22
日に、延べ3回にわたり、当該顧客口座から当社損失を隠匿していた
別の顧客口座に委託証拠金等4,490千円を移動し、当社職員の占有下
に置き、取得した。　

に、顧客への適切な対
応に配慮すること

外務員に対する処分
　未定

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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④　外国為替証拠金取引について生じた顧客の損失の全部を補てんする
ため当該顧客に対し財産上の利益を提供する行為

　　取引一任勘定取引の契約を締結した顧客との外国為替証拠金取引に
ついて、当社社長は、実際のところ、取引一任勘定取引の運用状況が
悪く、返金できる原資が全くないにもかかわらず、当該顧客からの運
用状況の照会に対し、運用状況は順調であり、残金が4,700千円程度
ある旨伝えていた。このため、当社社長は、平成18年3月頃に当該顧
客から当該残金の返金要請を受けた際、その要請に応じることは損失
補てんに該当する可能性があると認識したにもかかわらず、真実を伝
えたならば同人と残金を巡ってトラブルが生じると考え、当該残金を
交付することとした。

　　なお、当社社長は、当該返金行為が会社による行為と認定されるこ
とを避けるべく、当社社長自身の資金をもって充てることとし、同年
8月31日から同年12月29日までの間、延べ5回にわたり、当該残金約
4,722千円を当該顧客に渡し、もって取引一任勘定取引に係る外国為
替証拠金取引について生じた顧客の損失の全部を補てんした。

⑤　虚偽の自己資本規制比率を届け出る行為及び虚偽の数値を記載した
事業報告書を提出する行為

　　当社社長は、平成18年7月20日頃以降、一般顧客の取引口座に当社
損失が付け替えられていることを把握し、当該損失額を当社の売買損
として会計処理しなければならないと考えた。しかし、その場合には
自己資本規制比率が大きく毀損し、金融先物取引業者又は金融商品取
引業者としての登録や予定している当社の株式公開に影響があると考
え、何ら是正を図ることなく放置した。

　　そのため、当局への報告書類の作成を統括管理する当社役員等に対
し、当社損失の存在を伝えないまま、平成18年7月末から同19年11月
末までの毎月末の自己資本規制比率について、実際の比率よりも高い
事実と異なる数値を当局へ提出させたほか、同19年3月期の事業報告
書について、当社の売買益及び純財産額を過大に計上した報告書を作
成させ、当局へ提出させた。

⑥　業務に関する帳簿書類に不実の内容を記載する行為
　　金先法及び金融商品取引法（以下「金商法」という。）に規定する
「業務に関する帳簿書類」（以下「法定帳簿」という。）に関し、当
社は、一般顧客の取引口座に損失を付け替えた架空売買について、平
成17年8月31日から同19年3月31日までの間、法定帳簿である「金融先
物取引注文伝票」、「金融先物取引元帳」及び「金融先物取引建玉残
高帳」として当社が作成した帳簿書類に、あたかも当社と顧客との間
で締結した取引契約に基づき取引が成立したかのような、事実と異な
る内容を記載していた。

　　また、当社は、一般顧客15名の委託証拠金等について、当社損失を
隠匿していた平成17年7月1日（改正金先法施行日）から検査基準日ま
での間、法定帳簿である「証拠金等元帳」（金商法施行後は「顧客勘
定元帳」）として当社が作成した帳簿書類に、本来の顧客の委託証拠
金等から当社損失額等を加減算した金額を記載し、事実とは異なる内
容を記載していた。

⑦　顧客から預託を受けた保証金等（委託証拠金等）を自己の固有財産
と区分して管理していない状況

　　当社社長は、区分管理を担当する役員等に対し、当社の計算に帰属
する損失を一般顧客口座に隠匿している事実を伝えていないことから、
当社は、区分管理必要額を過少に算定している。

⑧　自己資本規制比率が120パーセントを下回る状況
　　検査基準日現在における当社自己資本規制比率は、当社の計算に帰
属する損失等を加味して算出した結果、120パーセントを下回ってい
る。

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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21 20.５.13 ○　顧客の有価証券の売買等に関する管理が法人関係情報に係る不公
正取引の防止上不十分な状況

　SBIイー・トレード証券株式会社においては、顧客の有価証券の売買
その他の取引等に関する管理について、内部者登録に係る検証態勢を
構築していないこと等から、上場会社等の会社関係者である顧客の内
部者登録漏れが認められる。
　さらに、当社においては、法人関係情報に係る不公正取引の防止を
図るための売買審査が全く行われていない。

会社に対する処分
　業務改善命令
①内部者取引に係る売
買審査態勢が構築さ
れていなかった原因
を究明するとともに、
当該売買審査が適切
に機能しているかの
チェック態勢を含め
た具体的な改善策を
講じること

②内部者登録漏れが発
生した原因を究明す
るとともに、当社に
おける内部者登録事
務の管理・運営上の
問題点を明確にした
うえで、当該登録事
務に係るチェック態
勢を含めた具体的な
改善策を講じること

③役職員等の法令遵守
意識を高め、必要な
研修を実施すること

④上記①から③につい
て、その対応状況を
平成20年6月23日ま
でに書面で報告する
こと

22 20.５.13 ○　システムリスク管理態勢の不備

　ユナイテッドワールド証券株式会社のシステムリスク管理態勢は、
以下のとおり、極めて杜撰であることが認められた。

（1）前回検査指摘事項に対する対応の不備
　　ユナイテッドワールド証券株式会社は、平成16年に実施された内
閣府沖縄総合事務局による検査において、システムリスク管理態勢
の不備についての指摘を受け、その改善策を策定しているものの、
実施されていない改善策等が認められ、以下のとおり、当該不備が
改善されていない状況が認められた。

　イ　システムリスク管理態勢全般
改善策として、リスク管理委員会を設置することとし、取締役
会においてこれを決議しているにもかかわらず、委員会メンバー
の選任等を行っておらず、委員会は一度も開催されていない。

会社に対する処分
　業務停止命令
・平成20年6月16日か
ら同年6月20日まで
の間、全ての金融商
品取引業務の停止

　業務改善命令
①外部監査等によりシ
ステムリスク管理態
勢を総点検し、抜本
的な改善策を策定・
実行すること

②顧客分別金の管理態
勢の見直しを行い、
再発防止策を策定・
実行すること

③電子メールアドレス
等が同一である顧客

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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　ロ　システム障害管理態勢
（イ）　システム障害の定期的な分析等

改善策として、システム障害を定期的に分析し、システム
の品質改善策を委託先と協議するとしているが、障害発生状
況の分析及び委託先との協議とも一度も実施していない。ま
た、障害への対応を確認できない状況となっている。

（ロ）　取締役会等への報告等
改善策として、システム障害発生時には、障害発生状況を分析し、

再発防止策を策定した上で取締役会に報告するとしているが、取締
役会への報告は行われているものの、障害記録に記載漏れがあり、
障害発生状況の分析を行っておらず、再発防止策も策定していない。

（ハ）　当局報告
改善策として、当局への報告態勢を整備して再発を防止す

るとしているが、報告すべき障害がシステム担当から当局へ
の報告担当に伝達されていないことから、依然として当局あ
ての報告漏れが多数発生している。

　ハ　リスク評価の実施状況
（イ）　ＰＤＣＡサイクル等

改善策として、ＰＤＣＡサイクルを実行する態勢を確立する
などとしているが、これらについて何ら実施されておらず、
リスクの所在や種類の特定がなされていない。

（ロ）　セキュリティスタンダード作成
改善策として、セキュリティスタンダードを作成するなど

としているが、これを作成しておらず、システムやシステム
関連設備等の重要性・脆弱性評価もなされていない。

（ハ）　機密情報管理
改善策として、情報資産の洗い出し及び区分を行うとして

いるが、これらは未だ行われていない。
ニ　危機管理態勢
（イ）　取締役会承認

改善策として、システムコンティンジェンシープランは取締役会
の承認を受けるとしているが、取締役会の承認を受けていない。

（ロ）　実効性の維持
改善策として、システムコンティンジェンシープランに基づく訓
練を行うとしているが、訓練は一度も実施されていない。また、
組織変更等に伴う見直しもされておらず、システムコンティン
ジェンシープランは実効性を欠いた不十分なものとなっている。

ホ　システム監査
改善策として、外部システム監査を実施し、内部監査部門が
チェックするとしているが、外部システム監査等の結果は内部監
査部門に伝達されておらず、チェックする態勢となっていない。

（2）その他
　　上記（1）のほか、以下のシステムリスク管理態勢の不備が認められた。
イ　システム監査
（イ）　内部システム監査

監査担当者がシステムの専門家でないなど、内部システム
監査は、実効性のないものとなっている。

（ロ）　外部システム監査
外部システム監査において、安全対策に関する重要な指摘

を受けているにもかかわらず、その対応がなされていない。
ロ　安全対策の整備

安全対策としての品質管理の主要な項目である設計レビュー及
びテスト結果レビューについて、これらが実施されていないなど、
品質管理が不十分な状況が認められた。

口座の名寄せを定期的
に行い、なりすまし
の疑いがある顧客口
座に対して本人確認
を的確に実施するた
めの措置を講じるこ
と

④顧客に対して今回の
行政処分の内容を周
知するとともに、適
切な対応を行うこと

⑤全役職員に対して法
令遵守の徹底を図る
ための措置を講じる
こと

⑥今回の法令違反に係
る責任の明確化を図
ること

⑦①から⑥の実施状況
を平成20年6月23日
までに書面で報告し、
当局の指示があるま
で3ヶ月ごと及び随
時に、その実施状況
を書面で報告するこ
と

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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ハ　障害発生時の対応
（イ）顧客への対応
ユナイテッドワールド証券株式会社は、顧客の注文を市場に発
注できないなどのシステム障害が発生した場合においては、免責
事項を理由に、損失補てん等の是正措置は、原則として行わない
こととしている。しかしながら、他の証券会社から取次ぎを受け
た顧客に対しては、当該他の証券会社を介して損失補てん等の是
正措置を行っており、顧客間で不平等な取扱いをしていた。
（ロ）原因分析等
ユナイテッドワールド証券株式会社は、システム障害発生時に
おける対応手順を定めていなかったことなどから、的確でない複
数の復旧作業により、システム障害をさらに拡大させているが、
障害を拡大させた原因となる復旧作業の特定を行っておらず、当
該システム障害の発生原因の分析が不十分なものとなっている。

○　分別管理に係る顧客分別金信託額が不足している状況

　ユナイテッドワールド証券株式会社は、平成19年5月、顧客の預り
金の一部を顧客分別金として信託していなかったことから、顧客分別
金必要額に比して顧客分別金信託額が不足する状況となり、これを同
年11月に認識したにもかかわらず、その状況を継続させ、検査基準日
（平成20年2月5日）の直近差替計算基準日（同月1日）現在において
も顧客分別金信託額が不足していた。

○　取引の相手方が取引の名義人等になりすましている疑いがある場
合における顧客等の本人確認の未済

　ユナイテッドワールド証券株式会社は、平成17年5月、同18年10月
及び同19年5月、電子メールアドレス等が同一である顧客口座の名寄
せを行い、取引の相手方が取引の名義人等になりすましている疑いの
ある「異姓異住所」口座等を多数抽出したにもかかわらず、必要な本
人確認態勢を整備していなかったことから、これらの口座におけるそ
の後の取引に際し、金融機関等による顧客等の本人確認等及び預金口
座等の不正な利用の防止に関する法律（以下「本人確認法」という。）
に基づく本人確認を行っていなかった。

23 20.６.17 ○　不適切な利益相反管理態勢

　プロスペクト・レジデンシャル・アドバイザーズ株式会社は、プロ
スペクト・レジデンシャル投資法人との間で締結した資産の運用に係
る委託契約に基づき行っている当投資法人の資産の運用において、当
社の親会社等の利害関係を有する者（以下「当社の利害関係者」とい
う。）からの取得となる不動産の鑑定評価を依頼するに際し、以下のと
おり、利益相反防止の観点から問題となる、不動産鑑定業者の独立性
を損なう不適切な働きかけを行い、また、不適切な不動産鑑定業者選
定プロセスをとっていた。

（1）　　不動産鑑定業者への不適切な働きかけ
　プロスペクト・レジデンシャル・アドバイザーズ株式会社は、
当社の利害関係者からの取得となる3物件の不動産の鑑定評価を
依頼するに際し、概算の鑑定評価額（以下「概算評価額」という。）
の算定を依頼した不動産鑑定業者に対し、売主の売却希望価格と
同額以上で概算評価額の算定をするよう依頼し、不動産鑑定業者
の独立性を損なう不適切な働きかけを行い、特に、うち1物件の
不動産については、概算評価額が売主の売却希望価格に必ず到達
するよう、特段の働きかけを行っていた。

　

会社に対する処分
　未定

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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23
つづき

（2）　　不適切な不動産鑑定業者選定プロセス
　プロスペクト・レジデンシャル・アドバイザーズ株式会社は、
当社の利害関係者からの取得となる5物件の不動産の鑑定評価を依
頼するに際し、複数の不動産鑑定業者に対し、売主の売却希望価
格を伝えたうえで概算評価額の算定を依頼し、概算評価額が売主
の売却希望価格に達しない場合には、当該希望価格以上又はそれ
に近似する額が提示されるまで、不動産鑑定業者を追加して概算
評価額の算定を依頼するとともに、いずれの物件についても、最
高価格であり、売主の売却希望価格以上又はそれに近似する概算
評価額を提示した不動産鑑定業者に鑑定評価を依頼する、売主の
売却希望価格を最優先とした不適切な不動産鑑定業者選定プロセ
スをとっていた。

○　不動産鑑定業者に対する不適切な資料提供に係る善管注意義務違反

　プロスペクト・レジデンシャル・アドバイザーズ株式会社は、当社
の利害関係者からの取得となる不動産の鑑定評価を依頼するに際し、
不動産鑑定業者に対し、不適切な資料の提供をし、必要な資料の提供
をしなかった。

24 20.６.20
（近畿）

○　受託契約等の締結の勧誘を受けた顧客が当該契約等を締結しない
旨の意思を表示したにもかかわらず、当該勧誘を継続する行為

　ヒロセ通商株式会社監査係取締役は、平成17年6月頃、その業務に
関し、平成17年6月までの外国為替証拠金取引（以下「ＦＸ取引」と
いう。）に係る勧誘活動において、当社がＦＸ取引に興味があるとした
見込先については、改正金融先物取引法が施行される同年7月1日以降
も継続して受託契約等の締結の勧誘を行うことを顧客係課長らに指示
し、これを受けた顧客係課長らは、同年7月以降、当社が雇用したパー
ト職員及び派遣社員に当該指示を伝え、顧客係課長及び当該パート職
員等は、多数の見込先に対し、電話をかけて受託契約等の締結の勧誘
を行っていた。
　このような状況の中、顧客係課長及びパート職員1名は、平成17年7
月から同18年12月までの間、少なくとも見込先延べ346名に対し電話
をかけて受託契約等の締結の勧誘を行い、このうち、同18年3月から
同年11月までの間、少なくとも41名の顧客が受託契約等を締結しない
旨の意思又は当該勧誘を引き続き受けることを希望しない旨の意思を
表示したにもかかわらず、同年3月から同年12月までの間、これらの
顧客に対し、電話をかけて受託契約等の締結の勧誘を継続した。

　

会社に対する処分
　業務改善命令
①今般の法令違反の責
任の所在を明確化す
ること

②法令違反の根絶に向
けた再発防止策（十
分な社内研修の実施
等含む）を策定し、
役職員への周知徹底
を図ること

③内部管理体制（社内
検査態勢を含む）を
充実・強化させるこ
と

④法令遵守に関する経
営管理態勢の改善を
図ること

⑤上記①から④につい
て、その対応状況を
書面で報告すること
とし、②から④につ
いては、その実施状
況を書面で報告する
こと

外務員に対する処分
　未定

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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25 20.６.23
（東海）

◎　外務員登録を受けた者以外の者に外務員の職務を行わせる行為

　株式会社愛知銀行個人部ダイレクトバンキングセンター長は、その
業務に関し、平成17年9月から同19年3月までの間、外務員登録を受
けていない延べ79名の同センターに所属する派遣社員及びパート社員
に、電話による個人向け国債の勧誘を行わせていた。

　

会社に対する処分
業務改善命令
①無登録者による金融
商品の勧誘行為が再
び発生した原因を究
明すること

②原因究明を踏まえ、
実効性のある再発防
止策を策定・実行す
ること

③金融商品取引業務に
携わる役職員に対し
て、法令遵守意識の
徹底を図ること

④本件法令違反行為の
責任の所在の明確化
を図ること

⑤上記①から④の実施
状況を報告するとと
もに、当局の指示が
あるまで、3ヶ月ご
とに及び随時にその
実施状況を報告する
こと

外務員に対する処分
　未定

26 20.６.25
（北陸）

・　金融商品取引業者の役員による投機的利益の追求を目的とした有
価証券の売買

　荒町証券株式会社専務取締役は、平成17年11月から同20年1月まで
の間、専ら投機的な利益の追求を目的として、自己の計算に基づく株
式の売買を多数回にわたり行った。

　

外務員に対する処分
　未定

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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27 20.６.27 ・　本人確認を行わない行為及び検査忌避行為 

（1）　　仮名取引の疑いがある状況において本人確認を行わないまま取
　引の受託を継続していた行為
　大和証券株式会社名古屋支店上席コンサルタント部第2課次長
（以下「第2課次長」という。）は、顧客Ａの紹介にて顧客Ａ同席
のもと顧客Ｂと面談の上、顧客Ｂ名義の口座を平成18年7月6日
に開設したが、その際、顧客Ｂを顧客Ａの親族であると安易に思
い込み、両者の関係についての確認を行わなかった。その後も、
第2課次長は、当該口座における取引等（新規公開株式に係るブッ
クビルディングの申込みや当該株式の取得後の売却及び売却代金
の出金指示等）の受託及び約定報告を、すべて顧客Ａとの間での
み行い、取り分けブックビルディングの申込みに関しては、社内
において、口座名義人本人から受けるよう再三指示されていたに
もかかわらず、顧客Ａからの申込みを受け続け、その間、顧客Ｂ
とは一度も面談及び電話連絡を行っておらず、また、顧客Ｂの属
性や資金の性格等についての確認も行っていなかった。
　このように、仮名取引の疑いがある状況において、口座名義人
本人についての本人確認を行わないまま、平成18年7月12日から
同19年12月10日までの間、当該口座における取引等を受託して
いた事実が認められた。

（2）　　検査忌避行為
　第2課次長は、今回検査における名古屋支店への臨店検査期間
中である平成20年2月4日、顧客Ａに電話連絡し、顧客Ｂ名義の
取引には仮名取引の疑いがあると認識した上で、それが発覚しな
いようにするため、口裏合わせの依頼を行った。
　また、第2課次長は、顧客Ｂの口座の受注形態に関して、検査
官から質問を受けた際、すべて顧客Ａからの受注であったにもか
かわらず、顧客Ｂ本人から受注している旨の虚偽の回答を行って
いた事実が認められた。
　さらに、第2課次長は、上記の口裏合わせを確実なものにする
ため、顧客Ａからの依頼に基づき、社内規則で定められている個
人情報の持出しの手続きをとることなく、顧客Ｂ名義の口座の取
引明細等を社外に持ち出し、顧客Ａの自宅及び顧客Ａの会社の事
務所へファックスで送付したという事実も認められた。

　

外務員に対する処分
　未定

一連
番号

勧告実施
年月日
（区分）

勧告の対象となった法令違反等の内容 行政処分等の内容
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（平成 19 年 7 月～20 年 6 月）

一連
番号

勧告実施
年月日 勧告の対象となった法令違反等の内容 勧告後の経緯

審判手続開始決定日
　平成19年7月3日
課徴金納付命令日
　平成19年7月13日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成19年10月19日
課徴金納付命令日
　平成19年11月8日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成19年11月2日
課徴金納付命令日
　平成19年11月15日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成19年12月14日
課徴金納付命令日
　平成20年1月11日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

19.７.３1

19.10.192

～

3

19.11.２4

19.12.145

内部者取引

　株式会社倉元製作所の契約締結先の社員は、株式会社倉元製作所が
ショットアーゲーと業務提携を行うことを決定した事実を同契約の締
結及びその交渉に関し知り、この事実が公表される平成17年11月24
日以前の同月16日及び同月17日に、株券合計3,000株を総額187万
7,200円で買い付けたものである。

・課徴金額　　15万円

内部者取引

　泉州電業株式会社の社員（課徴金納付命令対象者①）は、同社が転
換社債型新株予約権付社債を引き受ける者の募集を行うことを決定を
した事実をその職務に関し知り、この事実が公表される平成18年11月
9日以前の同月6日に、株券200株を54万円で売り付けたものである。
　泉州電業株式会社の社員（課徴金納付命令対象者②）は、同社が転
換社債型新株予約権付社債を引き受ける者の募集を行うことを決定を
した事実をその職務に関し知り、この事実が公表される平成18年11月
9日以前の同年9月5日に、株券合計1,000株を総額306万6,000円で売
り付けたものである。

・課徴金額　　　課徴金納付命令対象者①　　4万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者②　　58万円

内部者取引

　課徴金納付命令対象者は、カッパ・クリエイト株式会社の資本業務
提携契約の締結交渉先の役員から、同人が同契約の締結の交渉に関し
知ったカッパ・クリエイト株式会社が株式会社ゼンショーと資本提携
を伴う業務上の提携を行うことを決定した事実の伝達を受け、平成19
年3月8日、この事実が公表される午後3時15分より以前に、株券
4,000株を665万6,000円で買い付けたものである。

・課徴金額　　44万円

内部者取引

　課徴金納付命令対象者は、ＫＹプランニング株式会社の業務に従事し
ていた者から、同人がその職務に関し知った同社が株式会社ベルック
スの株券の公開買付けを行うことを決定した事実の伝達を受け、この
事実が公表される平成19年5月22日以前の同月2日から同月9日まで
の間に、株券合計7,000株を総額568万9,000円で買い付けたものである。

・課徴金額　　245万円
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一連
番号

勧告実施
年月日 勧告の対象となった法令違反等の内容 勧告後の経緯

審判手続開始決定日
　平成19年12月14日
課徴金納付命令日
　平成20年1月11日

なお、課徴金納付命令
対象者から事実関係等
を認める旨の答弁書の
提出があったため、審
判廷における審理は行
われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年1月22日
課徴金納付命令日
　平成20年2月6日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年1月25日
課徴金納付命令日
　平成20年2月14日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年1月25日
課徴金納付命令日
　平成20年2月14日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

19.12.146

20.１.227

20.１.258

20.１.259

内部者取引

　株式会社ＷＤＩの社員は、同社が平成19年3月期の個別及び連結業
績予想を下方修正する事実をその職務に関し知り、この事実が公表さ
れる平成19年4月10日以前の同年3月19日に、株券合計1,500株を総
額129万3,500円で売り付けたものである。

・課徴金額　　9万円

内部者取引

　株式会社サンシティの役員は、同社が転換社債型新株予約権付社債
を引き受ける者の募集を行うことを決定した事実をその職務に関し知
り、この事実が公表される平成18年7月20日以前の同年5月30日及び
同年6月1日に、株券合計48株を総額470万8,800円で売り付けたもの
である。

・課徴金額　　53万円

内部者取引

　課徴金納付命令対象者は、オーツキ・ストラテジック・インベスト
メント株式会社ほか9社の契約締結先である宝印刷株式会社社員から、
同人がその契約の履行に関し知ったオーツキ・ストラテジック・イン
ベストメント株式会社ほか9社が、それぞれテクノエイト株式会社ほ
か9社の株券の公開買付けを行うことを決定した事実の伝達を受け、
これらの事実が公表される前に、平成17年11月10日から平成19年8
月6日までの間、テクノエイト株式会社ほか9社の株券合計1万1,700
株を総額833万9,000円で買い付けたものである。

・課徴金額　　167万円

内部者取引

　課徴金納付命令対象者は、日本精工株式会社ほか2社の契約締結先
である宝印刷株式会社社員から、同人がその契約の履行に関し知った
日本精工株式会社ほか2社が、それぞれ株式会社天辻鋼球製作所ほか2
社の株券の公開買付けを行うことを決定した事実の伝達を受け、これ
らの事実が公表される前に、平成17年12月13日から平成18年10月2
日までの間、株式会社天辻鋼球製作所ほか2社の株券合計2,100株を総
額404万500円で買い付けたものである。

・課徴金額　　76万円
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一連
番号

勧告実施
年月日 勧告の対象となった法令違反等の内容 勧告後の経緯

審判手続開始決定日
　平成20年2月29日
課徴金納付命令日
　平成20年3月19日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年3月18日
課徴金納付命令日
　平成20年4月9日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

20.２.2910

～

12

20.３.1813

内部者取引

　課徴金納付命令対象者①は、日本放送協会の職員であったが、株式
会社ゼンショーの社員から同協会の記者が職務上伝達を受けたカッパ・
クリエイト株式会社と株式会社ゼンショーが資本提携を伴う業務上の
提携を行うことをそれぞれ決定した事実を、その職務に関し知り、平
成19年3月8日、この事実が公表される午後3時15分より以前に、カッ
パ・クリエイト株式会社の株券合計3,150株を総額539万7,900円で、株
式会社ゼンショーの株券合計2,500株を総額327万6,000円でそれぞれ買
い付けたものである。
　課徴金納付命令対象者②は、日本放送協会の職員であったが、株式
会社ゼンショーの社員から同協会の記者が職務上伝達を受けたカッパ・
クリエイト株式会社が株式会社ゼンショーと資本提携を伴う業務上の
提携を行うことを決定した事実を、その職務に関し知り、平成19年3
月8日、この事実が公表される午後3時15分より以前に、カッパ・ク
リエイト株式会社の株券合計3,000株を総額515万円で買い付けたもの
である。
　課徴金納付命令対象者③は、日本放送協会の職員であったが、株式
会社ゼンショーの社員から同協会の記者が職務上伝達を受けたカッパ・
クリエイト株式会社が株式会社ゼンショーと資本提携を伴う業務上の
提携を行うことを決定した事実を、その職務に関し知り、平成19年3
月8日、この事実が公表される午後3時15分より以前に、カッパ・ク
リエイト株式会社の株券合計1,000株を総額171万950円で買い付けた
ものである。

・課徴金額　　　課徴金納付命令対象者①　　26万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者②　　17万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者③　　 6 万円

内部者取引

　株式会社マーベラスエンターテイメントの契約締結先である新日本
監査法人の職員（公認会計士）は、株式会社マーベラスエンターテイ
メントが平成19年3月期の個別及び連結業績予想を下方修正する事実
をその契約の履行に関し知り、この事実が公表される平成19年3月20
日午後3時より以前の同月12日から同月20日までの間に、株券合計
261株を総額1,225万6,700円で売り付けたものである。

・課徴金額　　134万円
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一連
番号

勧告実施
年月日 勧告の対象となった法令違反等の内容 勧告後の経緯

審判手続開始決定日
　平成20年4月22日
課徴金納付命令日
　平成20年5月16日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年4月25日
課徴金納付命令日
　平成20年5月21日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

20.４.2214

～

20

20.４.2521

内部者取引
　株式会社セタの業務委託契約の締結先（Ａ社）の役員（課徴金納付命
令対象者①）は、株式会社セタが株式会社メーシー販売と業務上の提携
を行うことを決定した事実をその契約の締結の交渉に関し知り、この事実
が公表される平成19年4月20日以前の同月4日及び同月5日に、株式会社
セタの株券合計2万6,000株を総額988万円で買い付けたものである。
　株式会社セタの業務委託契約の締結交渉先（Ｂ社）の役員（課徴金納
付命令対象者②）は、株式会社セタが株式会社メーシー販売と業務上の
提携を行うことを決定した事実をその契約の締結の交渉に関し知り、この
事実が公表される平成19年4月20日以前の同月13日に、株式会社セタの
株券合計1万株を総額392万5,000円で買い付けたものである。
　株式会社セタの業務委託契約の締結交渉先（Ｂ社）の役員（課徴金納
付命令対象者③）は、株式会社セタが株式会社メーシー販売と業務上の
提携を行うことを決定した事実をその契約の締結の交渉に関し知り、この
事実が公表される平成19年4月20日以前の同月13日に、株式会社セタの
株券5,000株を188万円で買い付けたものである。
　株式会社セタの業務委託契約の締結先（Ｃ社）の役員（課徴金納付命
令対象者④）は、株式会社セタが株式会社メーシー販売と業務上の提携
を行うことを決定した事実をその契約の締結の交渉に関し知り、この事実
が公表される平成19年4月20日以前の同月2日及び同月6日に、株式会社
セタの株券合計6,000株を総額228万9,000円で買い付けたものである。
　株式会社セタの業務委託契約の締結交渉先（Ｄ社）の役員（課徴金納
付命令対象者⑤）は、株式会社セタが株式会社メーシー販売と業務上の
提携を行うことを決定した事実をその契約の締結の交渉に関し知り、この事
実が公表される平成19年4月20日以前の同月9日及び同月11日に、株式
会社セタの株券合計3,000株を総額109万9,000円で買い付けたものである。
　株式会社セタの業務委託契約の締結交渉先（Ｄ社）の役員（課徴金納
付命令対象者⑥）は、株式会社セタが株式会社メーシー販売と業務上の
提携を行うことを決定した事実をその契約の締結の交渉に関し知り、この
事実が公表される平成19年4月20日以前の同月6日及び同月12日に、株
式会社セタの株券合計8,000株を総額295万円で買い付けたものである。
　課徴金納付命令対象者⑦は、Ｄ社の取引先（Ｅ社）の役員であったが、
Ｄ社の役員等からＥ社のほかの役員が職務上伝達を受けた、株式会社セ
タが株式会社メーシー販売と業務上の提携を行うことを決定した事実をそ
の職務に関し知り、この事実が公表される平成19年4月20日以前の同月
11日及び同月12日に、株式会社セタの株券合計5,000株を総額184万
8,000で買い付けたものである。

・課徴金額　　　課徴金納付命令対象者①　　104万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者②　　27万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者③　　22万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者④　　23万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者⑤　　16万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者⑥　　41万円
　　　　　　　　課徴金納付命令対象者⑦　　25万円

内部者取引

　課徴金納付命令対象者は、日本電子材料株式会社において営業戦略の
企画立案等の業務に従事していた社員は、同社が平成20年3月期の業績
予想を下方修正する事実をその職務に関し知り、この事実が公表される平
成19年8月7日以前の同月6日に、株券合計3,400株を総額501万5,000
円で売り付けたものである。

・課徴金額　　94万円
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（平成 19 年 7 月～20 年 6 月）

一連
番号

勧告実施
年 月 日 勧告の対象となった法令違反等の内容 勧告後の経緯

審判手続開始決定日
　平成19年7月18日
課徴金納付命令日
　平成19年8月7日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成19年11月20日
課徴金納付命令日
　平成19年12月5日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

19.７.181

19.11.202

有価証券報告書等の虚偽記載

　株式会社東日カーライフグループは、売上原価の過少計上、販売費
及び一般管理費の過少計上等により、
（1）第 93 期事業年度について
　　平成 19 年 1 月 15 日、連結当期純損益が 261 百万円（百万円未満
切捨て。以下、連結当期純利益額、連結中間純利益額及び連結当期
純損失額について同じ。）の損失であったにもかかわらず、これを
404 百万円の利益と記載するなどした連結損益計算書を掲載した平成
17 年 3 月期有価証券報告書に係る訂正報告書を

（2）第 94 期事業年度について、
①　平成17年12月13日、連結中間純損益が1,101百万円の利益であっ
たにもかかわらず、これを1,803百万円の利益と記載するなどした
中間連結損益計算書を掲載した平成17年9月中間期半期報告書を

②　平成18年6月23日、連結当期純損益が69百万円の損失であったに
もかかわらず、これを1,352百万円の利益と記載するなどした連結
損益計算書を掲載した平成18年3月期有価証券報告書を

③　平成19年1月15日、連結当期純損益が69百万円の損失であったに
もかかわらず、これを836百万円の利益と記載するなどした連結損
益計算書を掲載した平成18年3月期有価証券報告書の訂正報告書を

それぞれ、関東財務局長に対して提出したものである。

・課徴金額　　600万円

有価証券報告書等の虚偽記載

　日特建設株式会社は、有形固定資産等の過大計上により、
（1）平成 17 年 12 月 16 日、連結純資産額が 3,500 百万円（百万円未満
切捨て。以下、連結純資産額について同じ。）であったにもかかわらず、
連結純資産額に相当する「資本合計」欄に 4,532 百万円と記載するな
どした中間連結貸借対照表を掲載した平成 17 年 9 月中間期半期報告
書を

（2）平成 18 年 6 月 29 日、連結純資産額が 3,978 百万円であったにもか
かわらず、連結純資産額に相当する「資本合計」欄に 5,001 百万円と
記載するなどした連結貸借対照表を掲載した平成 18 年 3 月期有価証
券報告書を

（3）平成 18 年 12 月 15 日、連結純資産額が 2,579 百万円であったにも
かかわらず、連結純資産額に相当する「純資産合計」欄に 3,588 百万
円と記載するなどした中間連結貸借対照表を掲載した平成 18 年 9 月
中間期半期報告書を
それぞれ、関東財務局長に対して提出したものである。

・課徴金額　　349万9,999円
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一連
番号

勧告実施
年 月 日 勧告の対象となった法令違反等の内容 勧告後の経緯

審判手続開始決定日
　平成19年12月21日
課徴金納付命令日
　平成20年1月18日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成19年12月25日
課徴金納付命令日
　平成20年1月18日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年2月1日
課徴金納付命令日
　平成20年2月21日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

19.12.213

19.12.254

20.２.１5

有価証券報告書等の虚偽記載

　 株式会社ネットマークスは、架空売上及び架空仕入の計上により、
（1）平成18年 6月26日、連結当期純損益が60百万円（百万円未満切捨て。以下、
連結当期純利益額及び連結当期純損失額について同じ。）の損失であったにもか
かわらず、これを 346 百万円の利益と記載するなどした連結損益計算書を掲載し
た平成 18 年 3月期有価証券報告書を

（2）平成 19 年 2月15日、連結当期純損益が 60 百万円の損失であったにもかかわ
らず、これを 346 百万円の利益と記載するなどした連結損益計算書を掲載した平
成 18 年 3月期有価証券報告書の訂正報告書を

それぞれ、関東財務局長に対して提出したものである。

・課徴金額　　300万円

半期報告書の虚偽記載

  三洋電機株式会社は、関係会社株式の過大計上及び関係会社損失引当金の過
少計上等により、平成17年12月28日、純資産額が174,641百万円（百万円未満
切捨て。以下、純資産額について同じ。）であったにもかかわらず、純資産額に相
当する「資本合計」欄に226,872百万円と記載するなどした中間貸借対照表を掲載
した平成17年9月中間期半期報告書を関東財務局長に対して提出したものである。

・課徴金額　　830万円

有価証券届出書及び有価証券報告書等の虚偽記載

　株式会社アスキーソリューションズは、
（1）有価証券報告書等について、
①　平成18年6月29日、売上の過大計上及び費用の無形固定資産への付替え等
により、純資産額が520万円（百万円未満切捨て。以下、当期純益額、純資産額、
中間順損失額及び純損益額について同じ。）であったにもかかわらず、純資産額
に相当する「資本合計」欄に615百万円と記載するなどした貸借対照表、及び当
期純利益が56百万円であったにもかかわらず、これを151百万円と記載するなど
した損益計算書を掲載した平成18年3月期有価証券報告書を
②　平成18年12月21日、売上債権の過大計上及び棚卸資産の過大計上等により、
純資産額が 669 百万円であったにもかかわらず、純資産額に相当する「純資産
合計」欄に 1,071 百万円と記載するなどした中間貸借対照表、及び中間純損益
が 358 百万円の損失であったにもかかわらず、これを 51 百万円の損失と記載す
るなどした中間損益計算書を掲載した平成 18 年 9月期中間期半期報告書を

③　平成 19 年 6 月 1日、売上債権の過大計上等により、純資産額が 669 百万
円であったにもかかわらず、純資産額に相当する「純資産合計」欄に 858 百
万円と記載するなどした中間貸借対照表、及び中間純損益が 358 百万円の損
失であったにもかかわらず、これを 263 百万円の損失と記載するなどした中間
損益計算書を掲載した平成 18 年 9月中間期半期報告書の訂正報告書を

④　平成 19 年 6月28日、前渡金の過大計上等により、純資産額が 196 百万円
であったにもかかわらず、純資産額に相当する「純資産合計」欄に386 百万円
と記載するなどした貸借対照表を掲載した平成 19 年 3月期有価証券報告書を

それぞれ、関東財務局長に対して提出したものである。
（2）有価証券届出書について、
①　平成 18 年 3 月 1日、売上の過大計上等により、経常損益が 5 百万円の損
失であったにもかかわらず、これを 18 百万円の利益と、純損益が 8 百万円の
損失であったにもかかわらず、これを 15 百万円の利益と記載するなどした平成
17 年 4月1日から同年 12月31日までの期間における損益計算書を掲載した有
価証券届出書を関東財務局長に対して提出し、同有価証券届出書に基づく募
集により、平成 18 年 4月5日、1,500 株の株券を5億 2,500 万円で
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一連
番号

勧告実施
年 月 日 勧告の対象となった法令違反等の内容 勧告後の経緯

審判手続開始決定日
　平成20年3月14日
課徴金納付命令日
　平成20年4月3日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年4月15日
課徴金納付命令日
　平成20年5月9日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年4月22日
課徴金納付命令日
　平成20年5月16日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

5
つづき

20.３.146

20.４.157

②　平成 19 年 8 月 10 日、平成 19 年 3 月期有価証券報告書を組込情
報とする有価証券届出書を関東財務局長に対して提出し、同有価
証券届書に基づく募集により、平成 19 年 8 月 27 日、2,650 株の株
券を 1億 5,370 万円で

それぞれ、取得させたものである。
・課徴金額　　1,957万円

有価証券報告書等の虚偽記載
　丸善株式会社は、売上の前倒し計上等により、
（1）   平成17年12月13日、連結経常損益が939百万円（百万円未満切捨て。
以下、連結経常損失、連結中間純損失、連結純資産額、連結当期純
損失について同じ。）の損失であったにもかかわらず、これを 802 百万円
の損失と、連結中間純損益が 6,950 百万円の損失であったにもかかわらず、
これを 6,815 百万円の損失と記載するなどした中間連結損益計算書、及
び連結純資産額が 4,079 百万円であったにもかかわらず、連結純資産額
に相当する「資本合計」欄に 5,051 百万円と記載するなどした中間連結
貸借対照表を掲載した平成 17 年 9月中間期半期報告書を

（2）平成 18 年 4 月 28 日、連結経常損益が 529 百万円の損失であった
にもかかわらず、これを 360 百万円の損失と、連結当期純損益が
6,790 百万円の損失であったにもかかわらず、これを 6,624 百万円の
損失と記載するなどした連結損益計算書、及び連結純資産額が 4,257
百万円であったにもかかわらず、連結純資産額に相当する「資本合計」
欄に 5,261 百万円と記載するなどした連結貸借対照表を掲載した平成
18 年 1 月期有価証券報告書を
それぞれ、関東財務局長に対して提出したものである。
・課徴金額　　165万9,999円

有価証券報告書等の虚偽記載
　ミサワホーム九州株式会社は、売上の前倒し計上等により、
（1）平成 17 年 12 月 13 日、連結中間純損益が 261 百万円（百万円未満
切捨て。以下、連結中間純利益額、連結純資産額、連結当期純損益
額について同じ。）の損失であったにもかかわらず、これを 19 百万
円の利益と記載するなどした中間連結損益計算書、及び連結純資産
額が 1,020 百万円の債務超過であったにもかかわらず、連結純資産額
に相当する「資本合計」欄に 443 百万円と記載するなどした中間連
結貸借対照表を掲載した平成 17 年 9 月中間期半期報告書を

（2）平成 18 年 6 月 30 日、連結当期純損益が 141 百万円の損失であっ
たにもかかわらず、これを 155 百万円の利益と記載するなどした連
結損益計算書、及び連結純資産額が 820 百万円の債務超過であった
にもかかわらず、連結純資産額に相当する「資本合計」欄に 659 百
万円と記載するなどした連結貸借対照表を掲載した平成 18 年 3 月期
有価証券報告書を
それぞれ、福岡財務支局長に対して提出したものである。
・課徴金額　　199万9,999円

有価証券報告書の虚偽記載
　株式会社セタは、売上の前倒し計上等により、平成19年6月27日、
連結当期純損益が6百万円（百万円未満切捨て。以下、連結当期純利
益額、連結純資産額について同じ。）の損失であったにもかかわらず、
これを291百万円の利益と記載するなどした連結損益計算書、及び連
結純資産額が1,024百万円であったにもかかわらず、連結純資産額に相
当する「純資産合計」欄に1,323百万円と記載するなどした連結貸借対
照表を掲載した平成19年3月期有価証券報告書を関東財務局長に対し
て提出したものである。

・課徴金額　　300万円

20.４.228
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一連
番号

勧告実施
年 月 日 勧告の対象となった法令違反等の内容 勧告後の経緯

審判手続開始決定日
　平成20年6月3日
課徴金納付命令日
　平成20年6月19日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

審判手続開始決定日
　平成20年6月19日
課徴金納付命令日
　平成20年7月9日

　なお、課徴金納付命
令対象者から事実関係
等を認める旨の答弁書
の提出があったため、
審判廷における審理は
行われなかった。

20.６.３9

20.６.1910

有価証券報告書等の虚偽記載

　株式会社クリムゾンは、売上原価の過少計上等により、
（1）平成 18 年 4 月 27 日、当期純損益が 35 百万円（百万円未満切捨て。
以下、当期純利益額、中間純損失額、純資産額、連結当期純損失額
及び連結純資産額について同じ。）の利益であったにもかかわらず、
これを 467 百万円の利益と記載するなどした損益計算書を掲載した
平成 18 年 1 月期有価証券報告書を

（2）平成 18 年 10 月 24 日、中間純損益が 827 百万円の損失であったに
もかかわらず、これを 280 百万円の損失と記載するなどした中間損
益計算書、及び純資産額が 3,856 百万円であったにもかかわらず、純
資産額に相当する「純資産合計」欄に 4,866 百万円と記載するなどし
た中間貸借対照表を掲載した平成 18 年 7 月期中間期半期報告書を

（3）平成 19 年 4 月 27 日、連結当期純損益が 1,227 百万円の損失であっ
たにもかかわらず、これを 463 百万円の損失と記載するなどした連
結損益計算書、及び連結純資産額が 3,483 百万円であったにもかかわ
らず、連結純資産額に相当する「純資産合計」欄に 4,679 百万円と記
載するなどした連結貸借対照表を掲載した平成 19 年 1 月期有価証券
報告書を
それぞれ、関東財務局長に対して提出したものである。

・課徴金額　　500万円

有価証券届出書等及び有価証券報告書等の虚偽記載

　株式会社ＩＨＩは、
（1）有価証券報告書等について、
①　平成 18 年 12 月 15 日、売上の過大計上及び売上原価の過少計上
等により、連結中間純損益が 10,095 百万円（百万円未満四捨五入。
以下、連結中間純損失額及び連結当期純損益額について同じ。）の
損失であったにもかかわらず、これを 2,817 百万円の損失と記載す
るなどした中間連結損益計算書を掲載した平成 18 年 9 月中間期半
期報告書を

②　平成 19 年 6 月 27 日、売上の過大計上及び売上原価の過少計上
等により、連結当期純損益が 4,593 百万円の損失であったにもかか
わらず、これを 15,825 百万円の利益とするなどした連結損益計算
書を掲載した平成 19 年 3 月期有価証券報告書を

それぞれ、関東財務局長に対して提出したものである。
（2）有価証券届出書等について、
①　平成 19 年 1 月 9 日、平成 18 年 9 月中間期半期報告書を参照書
類とする有価証券届出書を関東財務局長に対して提出し、同有価
証券届出書に基づく一般募集により、平成 19 年 1 月 26 日、1 億
4,300 万株の株券を 559 億 1,300 万円で

②　平成 19 年 1 月 9 日、平成 18 年 9 月中間期半期報告書を参照書
類とする有価証券届出書を関東財務局長に対して提出し、同有価
証券届出書に基づく第三者割当による募集により、平成 19 年 2 月
26 日、2,145 万株の株券を 80 億 4,460 万 8,000 円で

③　平成 19 年 6 月 8 日、平成 18 年 9 月中間期半期報告書を参照書
類とする発行登録追補書類を関東財務局長に対して提出し、同発
行登録追補書類に基づく募集により、平成 19 年 6 月 18 日、社債
券を 300 億円で

それぞれ、取得させたものである。

・課徴金額　　15億9,457万9,999円
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金融商品取引法における課徴金事例集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年６月 

証券取引等監視委員会事務局 
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Ⅰ．不公正取引に係る事例 
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○ 事例１ 

 

上場会社Ａ社の社員である違反行為者らは、Ａ社が転換社債型新株予約権付社債の募

集を行うことについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券

を売り付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  違反行為者①  上場会社Ａ社の社員（非役員） 

          株式、文書、広報等の事務に従事 

  違反行為者②  上場会社Ａ社の社員（非役員） 

          経理等の事務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

  転換社債型新株予約権付社債の募集（法第 166 条第２項第１号イ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

  ８月 11 日   常務以上の役員及び常勤監査役が出席する常務会において決定 

 （重要事実に係る取締役会決議は８月 25 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

  11 月９日午後３時 30 分  公表（ＴＤnet） 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

  違反行為者①及び②は、いずれも、９月５日午前、Ａ社において本件社債の発行準

備に携わる実務担当者に選ばれ、そのキックオフミーティングにおいて、Ａ社役員か

ら当該重要事実を伝えられた。（法第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

  違反行為者①  11 月６日にＡ社の株券 200 株を 54万円で売付け 

  違反行為者②  ９月５日午後にＡ社の株券合計1,000株を総額306万 6,000円で

売付け 

 

７．課徴金額 

  違反行為者①   ４万円 
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  違反行為者②  ５８万円 

 

８．その他 

  違反行為者①及び②は、いずれも、社員持株会から引き出して証券口座に入庫して

いた株券を売付け 
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○ 事例２ 

 

上場会社Ａ社の役員である違反行為者は、Ａ社が転換社債型新株予約権付社債の募集

を行うことについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を

売り付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社の役員 

 

２．重要事実等（適用条文） 

  転換社債型新株予約権付社債の募集（法第 166 条第２項第１号イ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

  ５月 25 日   Ａ社社長により決定（Ａ社社長が証券会社との打合わせの際に、発

行方法、発行総額及び発行期日を決定し、その発行に向けて具体的な

準備作業にとりかかることとした。） 

（重要事実に係る取締役会決議は７月 20 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

  ７月 20 日午後４時 30 分頃  公表（ＴＤnet） 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者は、５月 25 日、前記３．の証券会社との打合わせに同席した際に、Ａ

社社長が新株予約権付社債の発行について発言するのを聞いて、当該重要事実を知っ

た。（法第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

  ５月 30 日及び６月１日にＡ社の株券合計 48 株を総額 470 万 8,800 円で売付け 

 

７．課徴金額 

  ５３万円 

 

８．その他 

  持株会から引き出して証券口座に入庫していた株券の売付け 
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○ 事例３ 

 

Ｂ社（違反行為者）の役員は、Ｂ社と業務提携契約を締結している上場会社Ａ社がＢ

社に対し第三者割当による株式の発行を行うことについて決定した旨の重要事実を知

り、Ｂ社の計算において、当該重要事実の公表前にＡ社株券を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社と業務提携契約を締結している会社（Ｂ社） 

 

２．重要事実等（適用条文） 

株式の発行（法第 166 条第２項第１号イ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

前年 10 月４日  Ａ社社長及び専務により決定（Ｃ銀行の同意を条件にＢ社に対し

て第三者割当による株式の発行を行う方針であったところ、Ｃ銀行

の同意を得た。） 

（重要事実に係る取締役会決議は１月６日であるが、実質的な決定機関・決定時期は

上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

１月６日午後３時 40 分頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

Ｂ社の役員は、前年 10月 18 日、かねてから業務提携契約の履行の一環として両社

間で検討中であったＡ社によるＢ社への第三者割当による株式の発行について、Ａ社

の社長及び専務から、これを実行したい旨伝えられて、当該重要事実を知った。（法

第 166 条第１項第４号） 

 

６．違反行為者の取引 

Ｂ社の役員は、Ｂ社の計算において、前年 11 月７日にＡ社の株券 8,000 株を 316

万円で買い付けた。 

 

７．課徴金額 

３９万円 
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○ 事例４ 

 

上場会社Ａ社の契約締結先のＢ社社員（違反行為者①）及びその友人（違反行為者②）

は、Ａ社が第三者割当による株式の発行を行うことについて決定した旨の重要事実を知

り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

違反行為者①  上場会社Ａ社の契約締結先Ｂ社の社員（非役員） 

品質管理・技術指導等を行う管理職 

違反行為者②  違反行為者①の友人 

 

２．重要事実等（適用条文） 

株式の発行（法第 166 条第２項第１号イ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

前年 12月 23 日まで  社長及び常務取締役２人から成る３人の合議で決定 

（重要事実に係る取締役会決議は７月７日であるが、実質的な決定機関・決定時期は

上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

７月７日午後３時頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者①  ２月４日、Ａ社とＢ社の間の取引基本契約に基づき、その履行に

関して、３．記載のＡ社常務取締役の１人に対して技術上のアドバ

イスを行う過程で、同常務取締役から当該重要事実を聞いて知った。

（法第 166 条第１項第４号） 

違反行為者②  ５月 25 日、大学時代の友人である違反行為者①から借名口座に

よる株券買付けを依頼された際に、当該重要事実の伝達を受けた。

（法第 166 条第３項） 

 

６．違反行為者の取引 

違反行為者①  ６月 17 日にＡ社の株券 7,000 株を 420 万円で買付け 

違反行為者②  ６月 28 日及び７月５日にＡ社の株券合計 5,000 株を総額 312 万

1,000 円で買付け 
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７．課徴金額 

違反行為者①  ８２万円 

違反行為者②  ４６万円 

 

８．その他 

違反行為者①は、違反行為者②名義の証券口座（借名口座）を利用してＡ社株券を

買い付けたが、違反行為者①が資金を提供して、その指示に従い違反行為者②が証券

会社に発注し、その後両者間で精算が行われているので、違反行為者①の計算におい

て行われたものと認定した。 
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○ 事例５ 

 

上場会社Ａ社及びＡ社の役員である違反行為者らは、Ａ社が株式分割を行うことにつ

いて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を買い付けたもの

である。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

違反行為者①  上場会社Ａ社の役員  

   違反行為者②  上場会社Ａ社 

 

２．重要事実等（適用条文） 

株式分割（法第 166 条第２項第１号へ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

９月７日まで  Ａ社社長により決定（Ａ社社長が証券会社に対し株式分割を行う

意思を表示） 

（重要事実に係る取締役会決議は 10 月６日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

10 月６日午後３時頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者①は、９月７日までに、その職務に関し当該重要事実を知った。（法第

166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

違反行為者①は、自己の計算で、９月８日から 10 月６日までの間にＡ社の株券合

計 6,100 株を総額 2,434 万 3,000 円で買い付けた。 

違反行為者①は、違反行為者②（Ａ社）の計算で、10 月３日にＡ社の株券合計 1,000

株を総額 391 万 6,000 円で買い付けた。（法第 175 条第７項） 

 

７．課徴金額 

違反行為者①  ２１３万円 

違反行為者②   ４２万円 
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８．その他 

・ 違反行為者①及び違反行為者②は、いずれも、他人名義（取引先や知人名義）の

証券口座を用いて本件買付けを行った。本件においては、①当該他人名義口座は違

反行為者らの指示で開設され、概ね本件株式の買付けしか行われていないこと、②

株式の買付けは、違反行為者らの指示に基づき実行され、口座名義人は指示される

ままに機械的に発注手続きを行っていること、③株式の買付けは違反行為者らの資

金で行われていること、④当該他人名義口座による株式買付けの経済的効果は違反

行為者らに帰属していることなどから、本件買付けは、違反行為者らの計算におい

て行われたものと認定した。 

・ 違反行為者②の行為は、いわゆる自社株買いに当たる。 
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○ 事例６ 

 

上場会社Ａ社の契約締結先Ｂ社の社員である違反行為者は、Ａ社とＢ社が合併するこ

とについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を買い付け

たものである。 

なお、上場会社Ａ社は事例７のＢ社に当たり、Ｂ社は事例７の上場会社Ａ社に当たる。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社の契約締結先Ｂ社社員（非役員）  

  会計、決算事務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

合併（法第 166 条第２項第１号ヌ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

５月 30 日  Ａ社社長により決定（Ｂ社社長との会合で大筋合意） 

（重要事実に係る取締役会決議は 10 月 19 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

10 月 19 日午前８時 40分頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者は、７月３日、Ｂ社役員から合併基本合意に基づきデューディリジェン

ス業務等を行うプロジェクトチームに部下を参加させるなどの協力を要請されて、当

該重要事実を知った。（法第 166 条第１項第４号） 

 

６．違反行為者の取引 

７月 24 日にＡ社の株券 200 株を 98 万 2,000 円で買付け 

 

７．課徴金額 

２０万円 
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○ 事例７ 

 

上場会社Ａ社の契約締結先Ｂ社の社員である違反行為者は、Ａ社とＢ社が合併するこ

とについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を買い付け

たものである。 

なお、上場会社Ａ社は事例６のＢ社に当たり、Ｂ社は事例６の上場会社Ａ社に当たる。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社の契約締結先Ｂ社社員（非役員）  

  与信審査事務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

合併（法第 166 条第２項第１号ヌ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

５月 30 日  Ａ社社長により決定（Ｂ社社長との会合で大筋合意） 

（重要事実に係る取締役会決議は 10 月 19 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

10 月 19 日午前８時 40分頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者は、７月７日、Ｂ社の役員から合併基本合意に基づきデューディリジェ

ンス業務等を行うプロジェクトチームへの参加を指示されて、当該重要事実を知った。

（法第 166 条第１項第４号） 

 

６．違反行為者の取引 

９月 21 日及び 25 日にＡ社の株券合計 500 株を総額 249 万 4,000 円で買付け 

 

７．課徴金額 

４２万円 

 

８．その他 

  Ａ社株券を信用取引により買付け 
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○ 事例８ 

 

 上場会社Ａ社の社員である違反行為者らは、Ａ社がＢ社と業務上の提携を行うこと、

Ｂ社に対し第三者割当による株式の発行を行うことについて決定した旨の重要事実を

知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

違反行為者①  上場会社Ａ社の社員（非役員） 

        営業等の業務に従事 

違反行為者②  上場会社Ａ社の社員（非役員） 

        経理等の業務に従事 

違反行為者③  上場会社Ａ社の社員（非役員） 

        業務管理等の業務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

業務上の提携（法第 166 条第２項第１号ヨ、施行令第 28 条第１号） 

  株式の発行（法第 166 条第２項第１号イ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

前年７月 14 日  Ａ社社長により業務上の提携を決定（Ｂ社との業務提携に向け

て関連する契約に係る社内決裁が取られている。） 

  ４月 20 日    Ａ社社長により第三者割当による株式の発行を決定（第三者割

当による株式の発行を行う方向で検討する旨をＢ社側に言及し、

具体的検討を開始） 

（これらの重要事実に係る取締役会決議は６月 21 日であるが、実質的な決定機関・

決定時期は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

６月 21 日午後４時頃     第三者割当による株式の発行の公表 

(大阪証券取引所ＥＤ－ＮＥＴ) 

６月 22 日午前８時 30分頃  業務上の提携の公表(ＥＤ－ＮＥＴ) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者①  ５月 30 日、社内会議において業務上の提携及び第三者割当によ

る株式の発行の事実を知った。（法第 166 条第１項第１号） 
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違反行為者②  ６月１日、社内会議において業務上の提携の事実を、６月６日、

上司からの検討の指示により第三者割当による株式の発行の事実

をそれぞれ知った。（法第 166 条第１項第１号） 

違反行為者③  ６月１日、社内会議において業務上の提携の事実を知った。（法

第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

違反行為者①  ６月 14 日にＡ社の株券１株を 119 万円で買付け 

  違反行為者②  ６月 16 日にＡ社の株券１株を 120 万円で買付け 

違反行為者③  ６月 16 日にＡ社の株券１株を 120 万円で買付け 

 

７． 課徴金額 

違反行為者①  ３２万円 

違反行為者②  ３１万円 

違反行為者③  ３１万円 

 

 

 

 

Ａ社 
Ｂ社 

会議 

・業務上の提携 

・第三者割当による株

式発行 
行為者

株券 

・業務上の提携 

・第三者割当による株

式発行 

買付け
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○ 事例９ 

 

上場会社Ａ社の契約締結先Ｂ社の社員である違反行為者は、Ａ社とＢ社が業務上の提

携を行うことについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券

を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社の契約締結先Ｂ社社員（非役員）  

Ａ社との業務提携に関する事務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

業務上の提携（合弁会社の設立） 

（法第 166 条第２項第１号ヨ、施行令第 28 条第１号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

前年８月９日  Ａ社役員ミーティング（取締役と常勤監査役が出席）で決定 

（重要事実に係る取締役会決議は 11 月 23 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

11 月 24 日午後１時頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者は、11 月３日、Ａ社社員から合弁事業の調印日が決定したことを知ら

せるメールの送信を受けて、当該重要事実を知った。（法第 166 条第１項第４号） 

 

６．違反行為者の取引 

11 月 16 日及び 17 日にＡ社の株券合計 3,000 株を総額 187 万 7,200 円で買付け 

 

７．課徴金額 

１５万円 
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○ 事例１０ 

 

違反行為者①～⑥は、上場会社Ａ社の契約締結先または契約締結交渉先の役員である。

これらの者は、Ａ社がＢ社と業務上の提携を行うことについて決定した旨の重要事実を

知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を買い付けたものである。 

違反行為者⑦は、上場会社Ａ社の契約締結先Ｇ社の役員から職務上当該重要事実の伝

達を受けた役員が所属するＨ社の他の役員であり、その職務に関し当該重要事実を知り、

当該重要事実の公表前にＡ社株券を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

違反行為者①  上場会社Ａ社の業務委託契約の締結先Ｄ社の役員 

違反行為者②  上場会社Ａ社の業務委託契約の締結交渉先Ｅ社の役員 

違反行為者③  上場会社Ａ社の業務委託契約の締結交渉先Ｅ社の役員 

違反行為者④  上場会社Ａ社の業務委託契約の締結先Ｆ社の役員 

違反行為者⑤  上場会社Ａ社の業務委託契約の締結交渉先Ｇ社の役員 

違反行為者⑥  上場会社Ａ社の業務委託契約の締結交渉先Ｇ社の役員 

違反行為者⑦  上場会社Ａ社の業務委託契約の締結交渉先Ｇ社の取引先Ｈ社の 

       役員 

 

２．重要事実等（適用条文） 

Ａ社がＢ社製品の総販売元代理店になるという業務上の提携（法第 166 条第２項第

１号ヨ、施行令第 28 条第１号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

３月上旬  Ａ社取締役及びＣ社社長の間で決定（Ａ社及びＢ社はいずれもＣ社グ

ループに属しており、Ａ社及びＣ社の前記役員間で、Ａ社及びＢ社の業

務上の提携に向けて準備を進めることが確認された。） 

（重要事実に係る取締役会決議は４月 20 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

４月 20 日午後３時頃  公表（ＴＤnet） 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者①  ３月 22 日にＡ社の営業担当社員からＢ社製品の販売代行に係る
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業務提携契約の締結交渉の過程で当該重要事実を聞いて知った。

（法第 166 条第１項第４号） 

違反行為者②  ４月９日にＡ社の営業担当社員からＢ社製品の販売代行に係る

業務提携契約の締結交渉の過程で当該重要事実の伝達を受けた部

下から報告を受けて知った。（法第 166 条第１項第４号） 

違反行為者③  ４月９日にＡ社の営業担当社員からＢ社製品の販売代行に係る

業務提携契約の締結交渉の過程で当該重要事実を聞いて知った。

（法第 166 条第１項第４号） 

違反行為者④  ３月 30 日にＡ社の顧問からＢ社製品の販売代行に係る業務提携

契約の締結交渉の過程で当該重要事実の伝達を受けたＦ社の顧問

から聞いて知った。（法第 166 条第１項第４号） 

違反行為者⑤  ４月４日頃にＡ社の顧問からＢ社製品の販売代行に係る業務提

携契約の締結交渉の過程で当該重要事実の伝達を受けたＧ社の他

の役員から聞いて知った。（法第 166 条第１項第４号） 

違反行為者⑥  ４月４日にＡ社の顧問からＢ社製品の販売代行に係る業務提携

契約の締結交渉の過程で当該重要事実を聞いて知った。 

（法第 166 条第１項第４号） 

違反行為者⑦  Ｂ社製品の販売代行に係る業務提携契約の締結交渉の過程でＡ

社の顧問からＧ社役員に伝達され、Ｇ社役員からその主要取引先で

あるＨ社の他の役員に職務上伝達され、４月 10 日に当該他の役員

から違反行為者⑦に職務上伝達された。（法第 166 条第３項） 

 

６．違反行為者の取引 

違反行為者①  ４月４日及び５日にＡ社の株券合計２万6,000株を総額988万円

で買付け 

違反行為者②  ４月 13 日にＡ社の株券合計１万株を総額 392 万 5,000 円で買付

け 

違反行為者③  ４月 13 日にＡ社の株券 5,000 株を 188 万円で買付け 

違反行為者④  ４月２日及び６日にＡ社の株券合計 6,000 株を総額 228 万円

9,000 円で買付け 

違反行為者⑤  ４月９日及び11日にＡ社の株券合計3,000株を総額109万9,000

円で買付け 

違反行為者⑥  ４月６日及び 12 日にＡ社の株券合計 8,000 株を総額 295 万円で

買付け 

違反行為者⑦  ４月11日及び12日にＡ社の株券合計5,000株を総額184万8,000

円で買付け 
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７．課徴金額 

  違反行為者①  １０４万円 

  違反行為者②   ２７万円 

  違反行為者③   ２２万円 

  違反行為者④   ２３万円 

  違反行為者⑤   １６万円 

  違反行為者⑥   ４１万円 

  違反行為者⑦   ２５万円 

 

８．その他 

 ・ 配偶者名義の証券口座を利用した買付け 

違反行為者⑦は、配偶者名義の証券口座で株式の買付けを行っているが、ⅰ）当

該口座で行われた内部者取引に係る株式売買は、違反行為者の指示に基づき行われ

たものであり、口座名義人の意思は何ら問題とされていなかったこと、ⅱ）当該株

式の買付資金は、違反行為者の資金が充てられていること、ⅲ）内部者取引により

生じた利益は、夫婦の生活資金として費消したほか、違反行為者の借財の返済に充

てられていることなどから、違反取引の経済的効果は違反行為者に及び、違反行為

者が「自己の計算において」行ったものと認められる。 
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○ 事例１１ 

 

違反行為者は、上場会社Ａ社とＢ社が資本提携を伴う業務上の提携を行うことについ

て決定した旨の重要事実について、Ｂ社の役員から伝達を受け、当該重要事実の公表前

にＡ社株券を買い付けたものである。 

なお、本件のＡ社と事例１２のＡ社、本件のＢ社と事例１２のＢ社は、いずれも同一

の会社である。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社の業務提携契約締結交渉先Ｂ社の役員からの第一次情報受領者 

 

２．重要事実等（適用条文） 

  業務上の提携（法第 166 条第２項第１号ヨ、施行令第 28 条第１号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

２月 28 日まで   Ａ社会長が最終決定（Ｂ社社長と業務上の提携の最終確認） 

（重要事実に係る取締役会決議は３月８日であるが、実質的な決定機関・決定時期は

上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

３月８日午後３時 15 分頃  公表（ＴＤnet） 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

  違反行為者は、３月７日、Ｂ社役員からＢ社がＡ社と資本提携を伴う業務上の提携

を行うことを決定したとの事実の伝達を受けた。（法第 166 条第３項） 

 

６．違反行為者の取引 

３月８日午前、Ａ社の株券 4,000 株を 665 万 6,000 円で買付け 

 

７．課徴金額 

  ４４万円 
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○ 事例１２ 

 

放送局の職員である違反行為者らは、上場会社Ｂ社の社員から同放送局の記者が職務

上伝達を受けたＢ社と上場会社Ａ社が資本提携を伴う業務上の提携を行うことについ

て決定した旨の重要事実を同放送局の設備である報道情報端末等を通じて知り、当該重

要事実の公表前にＡ社株券またはＢ社株券を買い付けたものである。 

 なお、本件のＡ社と事例１１のＡ社、本件のＢ社と事例１１のＢ社は、いずれも同一

の会社である。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

Ａ社とＢ社が資本提携を伴う業務上の提携を行うことをＢ社の社員から取材した

記者が所属する放送局の職員 

違反行為者①  取材等の業務に従事 

違反行為者②  放送番組の企画、制作等の業務に従事 

違反行為者③  ニュース原稿の編集等の業務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

業務上の提携（法第 166 条第２項第１号ヨ、施行令第 28 条第１号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

２月 28 日まで    Ａ社会長及びＢ社社長が最終決定（相互に業務上の提携を最

終確認） 

（重要事実に係るＡ社及びＢ社の取締役会決議はいずれも３月８日であるが、実質的

な決定機関・決定時期は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

３月８日午後３時 15 分頃  公表（ＴＤnet） 

 

５．重要事実等の伝達等（適用条文） 

違反行為者らの所属する放送局の記者は、３月８日午後２時台、Ｂ社の社員への取

材により、Ａ社及びＢ社が資本提携を伴う業務上の提携を行うことを知った。この取

材内容は、直ちに、放送用原稿として、同放送局の報道情報端末に入力されると共に、

違反行為者③の勤務場所においては放送用原稿の概要が館内放送された。 

違反行為者①及び②は、この報道情報端末に入力された放送用原稿を閲覧すること

により、当該重要事実を知った。（法第 166 条第３項） 
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違反行為者③は、この館内放送により、当該重要事実を知った。（法第 166 条第３

項） 

 

６．違反行為者の取引 

違反行為者①  ３月８日午後２時台（前記５．の伝達後）、Ａ社株券合計 3,150

株を総額 539 万 7,900 円で、Ｂ社株券合計 2,500 株を総額 327 万

6,000 円で、それぞれ買付け 

違反行為者②  ３月８日午後２時台（前記５．の伝達後）、Ａ社株券合計 3,000

株を総額 515 万円で買付け 

違反行為者③  ３月８日午後２時台（前記５．の伝達後）、Ａ社株券合計 1,000

株を総額 171 万 950 円で買付け 

 

６．課徴金額 

違反行為者①  ２６万円 

違反行為者②  １７万円 

違反行為者③   ６万円 

 

７．その他 

違反行為者①  Ａ社株券の一部を信用取引により買付け 

違反行為者②  Ａ社株券を信用取引により買付け 
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̶ 289 ̶

○ 事例１３ 

 

上場会社Ａ社の社員である違反行為者は、Ａ社が民事再生手続開始の申立てを行うこ

とについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を売り付け

たものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

上場会社Ａ社の社員（非役員） 

工事業務の管理等を行う管理職 

 

２．重要事実等（適用条文） 

民事再生手続開始の申立て（法第 166 条第２項第１号ヨ、施行令第 28 条第８号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

５月 13 日   役員会（取締役と監査役が出席する会議で、取締役会には当たら

ない。）で決定 

（重要事実に係る取締役会決議は５月 19 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

５月 19 日午後５時 40分頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

５月 13 日の役員会に出席したＡ社のＸ取締役が、同日、同役員会を欠席したＡ社

のＹ取締役に民事再生手続開始の申立ての事実を伝え、Ｙ取締役は、５月 15 日、当

該重要事実を部下である違反行為者に伝えた。（法第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

５月 16 日にＡ社の株券合計 9,000 株を総額 207万 1,000 円で売付け 

 

７．課徴金額 

７２万円 

 

８．その他 

社員持株会から引き出して証券口座に入庫していた株券の売付け 
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○ 事例１４ 

 

上場会社Ａ社の社員である違反行為者は、Ａ社が当期純利益及び配当の予想値の下方

修正を行うことについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株

券を売り付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

 上場会社Ａ社の社員（非役員）  

法務、取締役会運営等の業務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

業績及び配当予想値の下方修正（法第 166 条第２項第３号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

９月２日   Ａ社社長が当期純利益の予想値の修正の報告を受け了承 

９月 14 日    Ａ社社長が筆頭株主であるＢ社の経営陣に対し、配当予想値の修正

を表明 

（これらの重要事実に係る取締役会決議は９月 22 日午前であるが、実質的な決定機

関・決定時期は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

９月 22 日午後３時頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者は、９月 22日午前、上記重要事実が記載された取締役会資料を見た上、

上司から取締役会において全議案が承認された旨を聞いて業績及び配当予想値の下

方修正を知った。（法第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

９月 22 日午後０時 30分頃にＡ社の株券 500 株を 49 万 4,500 円で売付け 

 

７．課徴金額 

５万円 
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○ 事例１５ 

 

Ａ社の社員である違反行為者は、Ａ社が連結当期純利益の予想値の下方修正を行うこ

とについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を売り付け

たものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社の社員（非役員）  

経理等の業務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

業績予想値の下方修正（法第 166 条第２項第３号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

５月８日午前  Ａ社の主要役員間の話し合いで了承 

 

４．重要事実等の公表 

５月８日午後４時 40 分頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者は、５月８日午前、自己の上司がＡ社役員から本日中に業績予想値の下

方修正の開示をするよう指示を受けているのを聞いて、当該重要事実を知った。（法

第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

５月８日午後２時台にＡ社の株券合計 1,100 株を総額 98万 600 円で売付け 

 

７．課徴金額 

４万円 

 

８．その他 

Ａ社株券を信用取引により売付け 
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○ 事例１６ 

 

上場会社Ａ社（違反行為者）の役員Ｘは、Ａ社が配当の予想値の上方修正について決

定した旨の重要事実を知り、Ａ社の計算において、当該重要事実の公表前にＡ社株券（自

己株式）を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社 

 

２．重要事実等（適用条文） 

配当予想値の上方修正（法第 166 条第２項第３号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

２月９日まで   Ａ社社長により了承 

（重要事実に係る取締役会決議は２月 23 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

２月 23 日午後３時頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

Ａ社の役員Ｘは、２月９日までに、その職務に関し、当該重要事実を知った。（法

第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

Ａ社の役員Ｘは、Ａ社の計算で、２月 10 日から 22 日までの間に、Ａ社の株券合計

7万 9,000 株を総額３億 3,295 万 5,000 円で買付けた。（法第 175 条第７項） 

 

７．課徴金額 

３，０４４万円 

 

８．その他 

違反行為者の行為は、いわゆる自社株買いに当たる。 
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○ 事例１７ 

 

上場会社Ａ社の社員である違反行為者は、Ａ社が当期の個別及び連結業績予想値の下

方修正を行うことについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社

株券を売り付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社の社員（非役員） 

  経理等の業務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

  業績予想値の下方修正（法第 166 条第２項第３号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

３月 14 日  社内取締役及び監査役が出席する経営会議で了承 

（重要事実に係る取締役会決議は３月 15 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

４月 10 日午後３時頃  公表（ＴＤnet） 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者は、３月 15 日、社内会議において、Ａ社社長から、経営会議等の決定

事項の伝達を受けて当該重要事実を知った。（法第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

３月 19 日にＡ社の株券合計 1,500 株を総額 129万 3,500 円で売付け 

 

７．課徴金額 

  ９万円 

 

８．その他 

  社員持株会から引き出して証券口座に入庫していた株券の売付け 
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○ 事例１８ 

 

上場会社Ａ社の社員である違反行為者は、Ａ社が当期の業績予想値の下方修正を行う

ことについて決定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を売り付

けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

上場会社Ａ社の社員（非役員） 

営業戦略の企画立案等の業務に従事 

 

２．重要事実等（適用条文） 

業績予想値の下方修正（法第 166 条第２項第３号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

７月 26 日  取締役（会長を除く）以上の役員及び経理担当が出席するリーダー

会議で了承 

（重要事実に係る取締役会決議は８月７日であるが、実質的な決定機関・決定時期は

上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

８月７日午後３時 30 分頃  公表（ＴＤnet） 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者は、７月 27 日、上記リーダー会議の結果を記載した社内メールの送信

を受けて当該重要事実を知った。（法第 166 条第１項１号） 

 

６．違反行為者の取引 

８月６日にＡ社の株券合計 3,400 株を総額 501 万 5,000 円で売付け 

 

７．課徴金額 

９４万円 

 

８．その他 

社員持株会から引き出して証券口座に入庫していた株券の売付け 
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○ 事例１９ 

 

上場会社Ａ社の社員である違反行為者①並びにＡ社の関係会社役員である違反行為

者②及び違反行為者③は、Ａ社が当期純利益の予想値の下方修正を行うことについて決

定した旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を売り付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

違反行為者①  上場会社Ａ社の社員（非役員） 

技術開発・営業支援等業務を統括管理 

違反行為者②  上場会社Ａ社の関係会社Ｂ社の役員 

違反行為者③  上場会社Ａ社の関係会社Ｃ社の役員 

 

２．重要事実等（適用条文） 

業績予想値の下方修正（法第 166 条第２項第３号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

10 月４日  常勤役員会に報告・了承 

 

４．重要事実等の公表 

10 月 18 日午後３時頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

違反行為者①  10 月４日、Ａ社役員から業績予想値の下方修正が記載されたメー

ルの送信を受けて当該重要事実を知った。（法第 166 条第１項第１

号） 

違反行為者②  10 月４日、Ａ社役員から業績予想値の下方修正が記載されたメー

ルの送信を受けて当該重要事実を知った。（法第 166 条第３項） 

違反行為者③  10 月 11 日、関係会社役員が集められた会議において、Ａ社役員

が業績予想値の下方修正を説明したことから当該重要事実を知っ

た。（法第 166 条第３項） 

 

６． 違反行為者の取引 

違反行為者①  10 月７日にＡ社の株券合計 3,000 株を総額 250 万 8,000 円で売

付け 

違反行為者②  10 月６日にＡ社の株券合計 4,000 株を総額 327 万 6,000 円で売
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付け 

違反行為者③  10月 12日及び 13日にＡ社の株券合計１万株を総額850万 2,000

円で売付け 

 

７．課徴金額 

違反行為者①  １７万円 

違反行為者②  １６万円 

違反行為者③  ７３万円 

 

８．その他 

  違反行為者らは、いずれも、ストックオプションの行使により取得したＡ社株券を

売り付けたもの。 
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○ 事例２０ 

 

違反行為者は、上場会社Ａ社の監査契約締結先の監査法人の公認会計士である。同

人は、Ａ社が当期の個別及び連結業績予想値の下方修正を行うことについて決定した

旨の重要事実を知り、当該重要事実の公表前にＡ社株券を売り付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

上場会社Ａ社と監査契約を締結している監査法人に所属する職員（非社員） 

公認会計士（当時監査法人において上場会社Ａ社の監査業務に従事） 

 

２．重要事実等（適用条文） 

業績予想値の下方修正（法第 166 条第２項第３号） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

２月 28 日  取締役、常勤監査役、各グループの責任者、関係会社役員等が出席

する計数管理会議で承認 

（重要事実に係る取締役会決議は３月 20 日であるが、実質的な決定機関・決定時期

は上記のとおり認定） 

 

４．重要事実等の公表 

３月 20 日午後３時頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

  監査法人においてＡ社の監査業務に従事していた同じチームの別の公認会計士は、

Ａ社から業績予想値の下方修正の事実を知らされ、３月７日、その内容をメールで違

反行為者に伝達した。（法第 166 条第１項第４号） 

 

６．違反行為者の取引 

３月 12 日から 20 日までの間に、Ａ社の株券合計 261 株を総額 1,225 万 6,700 円で

売付け 

 

７．課徴金額 

１３４万円 
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８．その他 

・ 違反行為者はＡ社株券を信用取引により売付け 

・ 違反行為者は、知人名義口座で、知人から借り入れた金銭を保証金としてＡ社株

券の信用売りを実行したものであるが、取引終了後に金銭の貸借関係及び売買損益

を精算する予定であったことから、違反行為者の「自己の計算において」行われた

ものと認定した。 
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○ 事例２１ 

 

上場会社Ａ社（違反行為者）の役員Ｘは、Ａ社の子会社であるＢ社の解散を行うこと

について決定した旨の重要事実を知り、Ａ社の計算において、当該重要事実の公表前に

Ａ社株券（自己株式）を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  上場会社Ａ社 

 

２．重要事実等（適用条文） 

子会社の解散（法第 166 条第２項第５号へ） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

６月 21 日まで   Ｂ社取締役により決定（Ｂ社の解散に係る申請書をＡ社の役

員Ｘに対してメールで送信） 

 

４．重要事実等の公表 

７月 13 日午後３時頃  公表(ＴＤnet) 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

Ａ社の役員Ｘは、６月 23 日頃、Ｂ社から送付されてきた書類に目を通してＢ社の

解散に係る決裁を行い、当該重要事実を知った。（法第 166 条第１項第１号） 

 

６．違反行為者の取引 

Ａ社の役員Ｘは、Ａ社の計算で、７月４日から 13 日までの間にＡ社の株券合計 131

万 6,000 株を総額 11億 7,746 万 1,000 円で買付けた。（法第 175 条第７項） 

 

７．課徴金額 

４，３７８万円 

 

８．その他 

  違反行為者の行為は、いわゆる自社株買いに当たる。 
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○ 事例２２ 

 

違反行為者は、公開買付者Ａ社がＢ社の株券の公開買付けを行うことについて決定し

た旨の事実について、Ａ社の業務に従事していた者から伝達を受け、当該事実の公表前

にＢ社株券を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  公開買付者Ａ社の業務従事者からの第一次情報受領者（Ｂ社監査役） 

 

２．重要事実等（適用条文） 

  公開買付けの実施（法第 167 条第２項） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

  ３月９日  Ａ社設立準備中の者（Ｂ社経営陣）が、Ａ社を設立してＡ社によるＢ

社のＭＢＯ（マネジメント・バイアウト）を実施することを決定 

（Ａ社の設立前にＡ社としての実質的な決定があったものと認定） 

 

４．重要事実等の公表 

  ５月 22 日  公表（本件公開買付けに係る公開買付開始公告をするとともに、公

開買付届出書を提出） 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

  違反行為者は、３月 26 日、設立中の会社であるＡ社の業務従事者から当該公開買

付けに関する事実を伝達された。（法第 167 条第３項） 

 

６．違反行為者の取引 

  ５月２日から９日までの間にＢ社の株券合計7,000株を総額568万9,000円で買付

け 

 

７．課徴金額 

  ２４５万円 

 

８．その他 

  親戚名義の証券口座を利用した買付け 
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○ 事例２３ 

 

違反行為者らは、公開買付者が公開買付けを行うことについて決定した旨の事実につ

いて、当該公開買付者の契約締結先である印刷会社Ｘの社員より伝達を受け、当該事実

の公表前に公開買付対象者の発行する株券を買い付けたものである。 

 

［違反行為の内容及び課徴金額］ 

１．違反行為者 

  違反行為者①  Ｘ社社員①の高校時代の友人 

  違反行為者②  Ｘ社社員②の元同僚 

 

２．重要事実等（適用条文） 

  公開買付けの実施（法第 167 条第２項） 

 

３．重要事実等の決定機関・決定時期 

  違反行為者①については（別表１）、違反行為者②については（別表２）を参照 

 

４．重要事実等の公表 

違反行為者①については（別表１）、違反行為者②については（別表２）を参照 

 

５．重要事実等の伝達（適用条文） 

  Ｘ社は、当該公開買付者との間で公開買付関係書類の制作等に関する業務委託契約

を締結したものであり、Ｘ社社員①及び②は、それぞれ当該契約の履行に関し、これ

ら公開買付けに関する事実を知った。 

違反行為者①は、Ｘ社社員①の高校時代の友人であり、Ｘ社社員①から当該公開買

付けに関する事実の伝達を受けた。（法第 167 条第３項） 

  違反行為者②は、Ｘ社社員②の元同僚であり、Ｘ社社員②から当該公開買付けに関

する事実の伝達を受けた。（法第 167 条第３項） 

   

６．違反行為者の取引 

  違反行為者①  当該事実の公表前に、合計 10 社の株券合計１万 1,700 株を総額

833 万 9,000 円で買付け 

  違反行為者②  当該事実の公表前に、合計３社の株券合計 2,100 株を総額 404 万

500 円で買付け 
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７．課徴金額 

  違反行為者①  １６７万円 

  違反行為者②   ７６万円 

 

８．その他 

 ・ 違反行為者②の配偶者名義の証券口座を利用した買付け 

   違反行為者②の買付けのうち一部は、同人の配偶者名義の証券口座で行われたも

のであるが、当該口座で行われた内部者取引に係る株式売買は、違反行為者②の指

示に基づき、発注手続きを行っていること、当該株式の買付資金は、違反行為者②

が自由に使える特定口座から出されていること、内部者取引により生じた利益は、

違反行為者②が自由に使えるよう、当該特定口座に振り替えられていることなどか

ら、違反取引の経済的効果は違反行為者②に及び、違反行為者②が「自己の計算に

おいて」行ったものと認められる。 

公開 

買付者 

公開買付

対象者 

印刷会社 

株券 行為者 

社員 

公開買付け 

業務委託 

買付け 

重要事実 

伝達 
公開買付 

関係書類 
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（別表１－①） 

公開買付者 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 

重要事実等

の決定機関 

Ａ社 

代表取締役 

Ｂ社取締役 

３名 
Ｃ社社長 

経営戦略会議 

（社内取締役、

社内監査役がメ

ンバー） 

Ｅ社社長 

重要事実等

の決定時期 
7月11日まで 10 月６日まで １月 23日まで

前年 

11 月 14 日 
６月１日 

取締役会等

決議日 
11 月 10 日 11 月 24 日 １月 30日 ４月 24日 ７月 21日 

重要事実等

の伝達 
11 月７日頃 11 月 21 日頃 １月 28日頃 ４月 16日頃 ７月 21日頃 

公開買付け

の公表日 
11 月 11 日 11 月 25 日 1 月 31 日 ４月 24日 ７月 24日 

違反行為者①の買付状況 

買付日 11 月 10 日 11 月 24 日 １月 30日 ４月 20日 ７月 21日 

買付株数 1,000 株 1,000 株 500 株 200 株 1,000 株  

買付価額 453,000 円 485,000 円 1,340,000 円 996,000 円 612,000 円 

 

別表１ 
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（別表１－②） 

公開買付者 Ｆ社 Ｇ社 Ｈ社 Ｉ社 Ｊ社 

重要事実等 

の決定機関 

Ｆ社取締役２

名及び指名役

員 

投資の可否を

決める委員会 

Ｈ社の 100％親

会社の社長 

Ｉ社の役員ミ

ーティング 

Ｊ社の取締役４

名 

重要事実等 

の決定時期 
９月11日まで ８月 21日まで ９月 25日 

前年 

12 月 17 日 
６月 12日まで

取締役会等 

決議日 
10 月 31 日 10 月 31 日 11 月 17 日 ３月８日 ８月６日 

重要事実等 

の伝達 
10 月 25 日頃 10 月 25 日頃 11月 17 日 ３月７日頃 ８月４日頃 

公開買付け 

の公表日 
11 月１日 10 月 31 日 11 月 18 日 ３月９日 ８月７日 

違反行為者①の買付状況 

買付日 10 月 27 日 10 月 30 日 11 月 17 日 ３月７日 ８月６日 

買付株数 2,000 株 1,000 株 2,000 株 1,000 株 2,000 株  

買付価額 886,000 円 560,000 円 1,500,000 円 408,000 円 1,099,000 円 
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公開買付者 Ｋ社 Ｃ社 Ｌ社 

重要事実等 

の決定機関 

戦略会議 

（社内取締役及び執

行役専務がメンバー） 

Ｃ社社長 
Ｌ社社長及び 

専務取締役 

重要事実等 

の決定時期 
７月 20日 ３月１日まで ９月４日まで 

取締役会等決議日 12 月 15 日 ４月３日 10 月２日 

重要事実等の伝達 12 月 12 日頃 ３月 20日頃 ９月 29日頃 

公開買付け 

の公表日 
12 月 16 日 ４月５日 10 月３日 

違反行為者②の買付状況 

買付日 12 月 13 日 ３月 23日 10 月２日 

買付株数 1,000 株 400 株 700 株  

買付価額 1,599,000 円 1,992,000 円 449,500 円 

 

 

 

別表２ 
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Ⅱ．開示書類の虚偽記載に係る事例 
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○ 事例２４ 

 

１．対象開示書類 

（１）継続開示書類 

① 第Ａ期半期報告書 

   ② 第Ａ期有価証券報告書 

（２）発行開示書類 

有価証券届出書 

新株予約権発行に係るもの（新株予約権払込金額 1,156 万円） 

第Ａ期半期報告書を組込情報とする 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

① 第Ａ期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結中間純損益 400 万円 ▲１億 6,000 万円 

虚偽記載の主要な態様： 架空売上の計上 

 

② 第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結当期純損益 8,800 万円 ▲４億 5,600 万円 

虚偽記載の主要な態様： 架空売上の計上 

 

３．課徴金額 

２２２万９，９９９円 

内訳 （１）①  ６６万６，６６６円 

② １３３万３，３３３円 

（２）   ２３万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社元社員は、当社在籍中に、当社の販売先名義の注文書、受領書等の証憑類を偽造

し、これら偽造した証憑類を用いることにより、現実には存在しない当該販売先からの

注文があるかのように装い、架空売上を計上した。 
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○ 事例２５ 

 

１． 対象開示書類 

（１）継続開示書類 

   ① 第 Ａ 期有価証券報告書 

   ② 第Ａ＋１期半期報告書 

   ③ 第Ａ＋１期半期報告書の訂正報告書 

   ④ 第Ａ＋１期有価証券報告書 

 （２）発行開示書類 

   ① 有価証券届出書 

     新株発行に係るもの（1,500 株、株式払込金額５億 2,500 万円） 

     第Ａ期の第１～第３四半期の損益計算書を掲載 

   ② 有価証券届出書 

     新株発行に係るもの（2,650 株、株式払込金額１億 5,370 万円） 

     第Ａ＋１期有価証券報告書を組込情報とする 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

○ 第Ａ期第１～３四半期損益計算書（1.(2)①有価証券届出書に掲載） 

（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

経常損益 1,800 万円 ▲500 万円 

純損益 1,500 万円 ▲800 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上の過大計上 

 

○ 第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

   提出書類の記載 正当な記載 

当期純利益 １億 5,100 万円 5,600 万円 

純資産額 ６億 1,500 万円 ５億 2,000 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上の過大計上及び費用の無形固定資産への付替え 

 

○ 第Ａ＋１期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

中間純損益 ▲5,100 万円 ▲３億 5,800 万円 

純資産額 10 億 7,100 万円 ６億 6,900 万円 
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虚偽記載の主要な態様： 売上債権の過大計上及び棚卸資産の過大計上 

 

○ 第Ａ＋１期半期報告書の訂正報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

中間純損益 ▲２億 6,300 万円 ▲３億 5,800 万円 

純資産額 ８億 5,800 万円 ６億 6,900 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上債権の過大計上 

 

○ 第Ａ＋１期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

中間純損益 ３億 8,600 万円 １億 9,600 万円 

虚偽記載の主要な態様： 前渡金の過大計上 

 

３．課徴金額 

１，９５７万円 

内訳 （１）①   ３００万円 

                  ②    ７５万円 

         ③    ７５万円 

                  ④   １５０万円 

            （２）① １，０５０万円 

         ②   ３０７万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社は、大型システム開発プロジェクトに関して、成果物を納品した事実がないにも

かかわらず、偽装した検収書に基づいてＡ社に対する売上を過大に計上し、これに伴い

売上債権も過大に計上された。 

また、当社は、顧客に対し違約金を支払うこととなったが、その際、Ｂ社から違約金

相当額のソフトウェアを購入したように偽装してその購入代金の名目でＢ社に資金を

支払うことにより、Ｂ社からＡ社を通じて顧客に違約金を支払った。その結果、本来、

当該違約金は特別損失として費用計上されるべきところ、Ｂ社から購入したソフトウェ

アとして無形固定資産に付け替えて計上され、費用が過少に計上された。 

更に、当社は、大型システム開発プロジェクトに関して、顧客との折り合いが合わず、

顧客から契約解除通知を受けたにもかかわらず、当該プロジェクトに係る仕掛品を特別

損失として費用に計上せず、棚卸資産として計上し続け、棚卸資産が過大に計上された。 

加えて、当社は、未回収のＡ社に対する架空の売上債権を回収したことにするため、
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取引先のＣ社に前渡金の名目で弁済資金を支払ったうえ、Ｃ社からＡ社を通じて当社に

当該弁済資金を振り込ませ、もって売上債権が回収されたかのように偽装した。この結

果、売上債権に代わり、Ｃ社に対する前渡金が過大に計上されることとなった。 
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○ 事例２６ 

 

１．対象開示書類 

（１）継続開示書類 

第Ａ＋１期半期報告書 

（２）発行開示書類 

① 有価証券届出書 

新株発行に係るもの（990 万株、株式払込金額９億 9,000 万円） 

第Ａ期有価証券報告書を組込情報とする 

② 有価証券届出書 

新株発行に係るもの（3,500 万株、株式払込金額 35 億円） 

第Ａ期有価証券報告書を組込情報とする 

③ 有価証券届出書 

新株予約権発行に係るもの（新株予約権払込金額 160 万円） 

第Ａ期有価証券報告書及び第Ａ＋１期半期報告書を組込情報とする 

④ 有価証券届出書 

新株予約権付社債発行に係るもの（社債払込金額 20 億円） 

第Ａ期有価証券報告書及び第Ａ＋１期半期報告書を組込情報とする 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

○ 第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結経常利益 ２億 400 万円 ▲１億 1,800 万円 

連結純資産額 3,400 万円 ▲18 億 5,100 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上原価の付替え・繰延べ 

 

○ 第Ａ＋１期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結純資産額 10 億 8,700 万円 ４億 8,100 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上原価の付替え・繰延べ 

 

３．課徴金額 

１億３，１３３万円 

   内訳 （１）    １５０万円 

（２）① １，９８０万円 
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                ② ７，０００万円 

③     ３万円 

④ ４，０００万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社は、完成工事の外注費を他の未成工事に付替えることで、当該工事の原価を引き

下げるとともに、付け替えた外注費の費用計上を翌期以降に繰り延べた。 



̶ 314 ̶

○ 事例２７ 

 

１．対象開示書類 

（１）継続開示書類 

    第Ａ期半期報告書 

（２）発行開示書類 

有価証券届出書 

新株発行に係るもの（189 万 3,700 株、株式払込金額 10億 5,479 万 900 円）

第Ａ期半期報告書を組込情報とする 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

第Ａ期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結中間純損益 １億 1,600 万円 ▲５億 2,400 万円 

連結純資産額 27 億円 20 億 5,900 万円 

虚偽記載の主要な態様： 損失の繰延べ 

 

３．課徴金額 

２，２５９万円 

内訳 （１）   １５０万円 

      （２） ２，１０９万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社は、大型システム構築プロジェクト案件について、Ａ社とＢ社との間の取引を仲

介してａ％のマージンを得ることとなっていたところ、当該プロジェクト案件の要件定

義の工程においてＰ円の売上を計上し、Ｐ円からａ％を割り引いたＱ円を売上原価とし

て（Ｐ－Ｑ）円の利益を計上した。 

しかし、調査の結果、要件定義工程の作業工数等からすれば、Ｐ円の売上に対応する

仕入原価はＲ円（＞Ｐ円）であり、決算期末において、Ｒ円のうちＱ円が売上原価とし

て、残りの（Ｒ－Ｑ）円が仕掛品（たな卸資産）として計上されていることが判明した。 

すなわち、当社は本件プロジェクト案件全体としてａ％のマージンを得ることになっ

ていたが、要件定義工程に限れば、Ｐ円の売上に対し、それを超えるＲ円の仕入を行う

契約になっており、当決算期においては（Ｒ－Ｐ）円の損失が生ずるはずであった。し

かし、当社は、仕掛品（たな卸資産）として（Ｒ－Ｑ）円の売上原価の計上を繰り延べ

たために、当決算期において同額の利益が過大に計上されることとなった。 

（注）要件定義：システムの開発・設計の工程に入る前に、ユーザーの要求を実現するために必



̶ 315 ̶

要な前提事項等を整理し、システム化する範囲や仕様を明確にする工程。 

 

（当社の不適切な会計処理） 

 

（正当な会計処理） 
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○ 事例２８ 

 

１．対象開示書類（発行開示書類） 

発行登録追補書類 

   社債発行に係るもの（社債払込金額 500 億円） 

   第Ａ期有価証券報告書を参照書類とする 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結経常利益 777 億 1,700 万円 589 億 6,800 万円 

連結当期純利益 469 億 3,500 万円 352 億 6,800 万円 

虚偽記載の主要な態様：  

・ 子会社がその株式のすべてを所有して実質的に支配している孫会社を、連結の

範囲に含めなかった。 

・ 前記孫会社が発行し前記子会社が保有していた他社株券償還特約付社債券の発

行日を偽るなどして前記子会社の会計帳簿等を作成し、本来計上できない当該社

債券の評価益を計上した。 

 

３．課徴金額 

５億円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

○ 子会社がその株式のすべてを所有して実質的に支配している孫会社を、連結の範囲

に含めなかったことについて 

当社（Ａ株式会社）は、その連結子会社Ｂ社が株式の全部を保有する孫会社Ｃ社を

通じてＫ社を買収したところ、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の

決定に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査委員会報告第 60 号）２(6)

⑥において「財務諸表提出会社であるベンチャーキャピタルが営業取引としての投資

育成目的で他の会社の株式を所有している場合には、支配していることに該当する要

件を満たすこともあるが、その場合であっても、当該株式所有そのものが営業の目的

を達成するためであり、傘下に入れる目的で行われていないことが明らかにされたと

きには、子会社に該当しないものとして取り扱うことができる。」（以下「ＶＣ条項」

という。）とされているとして、Ｃ社をＡ社の連結の範囲に含めていなかった。しか

し、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 5 条第 1 項は、「連結財

務諸表提出会社は、そのすべての子会社を連結の範囲に含めなければならない。」と
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規定し、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（以下「財務諸表等規則」

という。）第 8条第 3項は、「この規則において『親会社』とは、他の会社等・・・の

財務及び営業又は事業の方針を決定する機関・・・を支配している会社等をいい、『子

会社』とは、当該他の会社等をいう。・・・子会社が、他の会社等の意思決定機関を

支配している場合における当該他の会社等も、その親会社の子会社とみなす。」と規

定している。そして、同条第 4 項第 1 号は、「他の会社等の意思決定機関を支配して

いる会社」に該当する場合として「他の会社等の議決権の過半数を自己の計算におい

て所有している会社」を掲げている。したがって、本件のように、子会社Ｂ社が孫会

社Ｃ社の株式の全部を保有している場合には、原則として、当該孫会社Ｃ社は連結の

範囲に含まれる。 

なお、財務諸表等規則第 8 条第 4 項但書は、「財務上又は営業上若しくは事業上の

関係からみて他の会社等の意思決定機関を支配していないことが明らかであると認

められる会社は、この限りでない。」と規定し、他の会社の議決権の過半数を自己の

計算において所有している場合であっても、これを連結の範囲に含めないことができ

る場合を定めているが、①Ｃ社は事務所も従業員もいないペーパーカンパニーであり、

②Ｃ社の役員は全てＢ社の役職員が兼務しており、③Ｃ社はＫ社を買収するためにＢ

社に利用されていたことなど、Ｃ社の実態に照らせば、Ｂ社がＣ社の意思決定機関を

支配していたことは明らかであり、財務諸表等規則第8条第4項但書は適用されない。 

ＶＣ条項は、財務諸表等規則第 8条第 4項但書が規定する「財務上又は営業上若し

くは事業上の関係からみて他の会社等の意思決定機関を支配していないことが明ら

かであると認められる」場合の 1 つの例として、「財務諸表提出会社がベンチャーキ

ャピタルであり、株式保有に伴う議決権の所有が意思決定機関の支配に該当していて

も、実質的に支配していないと考えられる場合を示したもの」（「新しい連結財務諸表

制度解説」（日本公認会計士協会編）62 頁）にすぎない。連結の範囲に含めるか否か

は、判定の対象となる会社それぞれに、その意思決定機関を実質的に支配しているか

否かを個別に検討するものであり、前述のとおり本件のＣ社の実態に照らせば、Ｂ社

がＣ社の意思決定機関を支配していたと認められるため、Ａ社はＣ社を連結の範囲に

含めなければならないと認定したものである。 

 

○ 孫会社が発行し子会社が保有していた他社株券償還特約付社債券の発行日を偽る

などして子会社の会計帳簿等を作成し、本来計上できない当該社債券の評価益を計上

したことについて 

他社株券償還特約付社債券（Exchangeable Bond、以下「ＥＢ債」という。）とは、

あらかじめ定められた日において、所定の条件を満たす場合には、現金で償還される

のではなく、所定の銘柄の株券で償還される条項が付された社債券のことをいう。Ｃ

社からＢ社に発行された本件ＥＢ債は、①取得者であるＢ社はいつでも一定の交換価
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格でＫ社の株式と交換できる権利（コールオプション）を保有し、②発行者であるＣ

社は満期償還日に現金で償還するか、Ｋ社の株式で償還するかを選択できる権利（プ

ットオプション）を保有するものであるところ、このようなＥＢ債については、金融

商品会計基準上、それに組み込まれたデリバティブたるオプション部分を区分して時

価評価し、評価差額を当期の損益として処理することになる。Ｃ社は、本件ＥＢ債が

Ｘ日に発行されたとし、本件ＥＢ債とＫ株式との交換価額をＸ日の 2日前のＫ株式の

株価Ｐ円と設定していたところ、Ｂ社の決算期にはＫ株式の株価がＱ円まで上昇した

ことから、その差額をもとに本件ＥＢ債の評価益を計上した。しかし、調査の結果、

本件ＥＢ債のスキームが最終的に決定されたのはＸ日ではなく、Ｋ株式の株価がＱ円

近くまで上昇した後のＹ日頃であることが判明し、本件ＥＢ債評価益の計上が過大で

あると認められた。すなわち、Ｋ株式の株価が上昇した後にＥＢ債のスキームを最終

的に決定しながら、本件ＥＢ債の評価益を計上するために、あたかも株価が上昇する

前のＸ日にＥＢ債を発行したかのように発行日を遡って設定して会計帳簿等を作成

し、本来計上できないＥＢ債評価益を不正に利益に計上したと認定したものである。 
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（連結の範囲） 

連結対象

親会社 

子会社 孫会社 

評価益 

債券 

株式 

１００％所有 
株式 

１００％所有 

連結対象

親会社 

子会社 孫会社 

評価益 

債券 

株式 

１００％所有 

株式 

１００％所有 

孫会社まで連結の範囲に含まれる。 
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（ＥＢ債の評価益） 

実際は、ここで発行

していたものを…、 

…ここで発行したように偽っ

て、評価益を計上。 

期末 

株価 

評価益
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○ 事例２９ 

 

１．対象開示書類（継続開示書類） 

① 第Ａ期半期報告書 

② 第Ａ期有価証券報告書 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

① 第Ａ期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結経常損益 ▲８億 200 万円 ▲９億 3,900 万円 

連結中間純損益 ▲68 億 1,500 万円 ▲69 億 5,000 万円 

連結純資産額 50 億 5,100 万円 40 億 7,900 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上の前倒し計上 

 

② 第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結経常損益 ▲３億 6,000 万円 ▲５億 2,900 万円 

連結当期純損益 ▲66 億 2,400 万円 ▲67 億 9,000 万円 

連結純資産額 52 億 6,100 万円 42 億 5,700 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上の前倒し計上 

 

３．課徴金額 

１６５万９，９９９円 

内訳 ①  ５５万３，３３３円 

② １１０万６，６６６円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社の部長らは、引渡し前の工事物件について、引渡書を偽造する等して売上を前倒

し計上し、また、工事物件の原価を翌期以降の他の工事物件の原価として付け替えるな

どの方法により原価の計上を先送りして、利益を過大に計上した。 
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○ 事例３０ 

 

１．対象開示書類（継続開示書類） 

① 第Ａ期半期報告書 

② 第Ａ期有価証券報告書 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

① 第Ａ期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結中間純損益 1,900 万円 ▲２億 6,100 万円 

連結純資産額 ４億 4,300 万円 ▲10 億 2,000 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上の前倒し計上 

 

② 第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結当期純損益 １億 5,500 万円 ▲１億 4,100 万円 

連結純資産額 ６億 5,900 万円 ▲８億 2,000 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上の前倒し計上 

 

３．課徴金額 

１９９万９，９９９円 

内訳 ①  ６６万６，６６６円 

② １３３万３，３３３円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社は、売上の計上基準として建物引渡完了日基準を採用しているにもかかわらず、

未完工で引渡未了の物件につき、工事が完了し建物引渡済であると仮装して売上の前倒

し計上を行うこと等により、過大な利益を計上していた。 

当社は、監査法人に対し、物件視察にあたっては当該売上の前倒し計上を行った物件

についてあたかも引渡が完了し入居済であるかのように偽装したり、建物引取書を偽造

するなどして虚偽の説明を行うことにより組織的な隠蔽工作を行っていた。 
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○ 事例３１ 

 

１．対象開示書類（継続開示書類） 

① 第 Ａ 期有価証券報告書に係る訂正報告書 

  ② 第Ａ＋１期半期報告書 

  ③ 第Ａ＋１期有価証券報告書 

  ④ 第Ａ＋１期有価証券報告書に係る訂正報告書 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

① 第Ａ期有価証券報告書に係る訂正報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結当期純損益 ４億 400 万円 ▲２億 6,100 万円 

虚偽記載の主要な態様：売上原価の過少計上、販売費及び一般管理費の過少計上 

 

② 第Ａ＋１期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結中間純損益 18 億 300 万円 11 億 100 万円 

虚偽記載の主要な態様：売上原価の過少計上、販売費及び一般管理費の過少計上 

 

③ 第Ａ＋１期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結当期純損益 13 億 5,200 万円 ▲6,900 万円 

   虚偽記載の主要な態様：売上原価の過少計上、販売費及び一般管理費の過少計上 

 

④ 第Ａ＋１期有価証券報告書に係る訂正報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結当期純損益 ８億 3,600 万円 ▲6,900 万円 

虚偽記載の主要な態様：売上原価の過少計上、販売費及び一般管理費の過少計上 

 

３．課徴金額 

６００万円 

内訳 ① ３００万円 

②  ６０万円 

③ １２０万円 
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④ １２０万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社の子会社は、売上原価や営業費等の各種費用について、その計上を翌期以降に繰

り延べたり、その一部を不算入としたりするなどして、売上原価並びに販売費及び一般

管理費を過少に計上した。 

また、固定資産（営業所建物等）の減損処理について、上記の不正経理を把握しない

まま立てた事業計画に基づき、十分な将来利益あるいはキャッシュフローが見込めると

判断し、減損の兆候はないものとして、減損損失を計上していなかった。 

 訂正報告書に係る有価証券報告書の訂正作業においては、検証すべき内容が膨大であ

りながら十分な体制を整えず、売上原価、販売費及び一般管理費及び減損損失等の見直

しが不十分であった。 
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○ 事例３２ 

 

１．対象開示書類（継続開示書類） 

① 第 Ａ 期半期報告書 

② 第 Ａ 期有価証券報告書 

③ 第Ａ＋１期半期報告書 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

① 第Ａ期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

   提出書類の記載 正当な記載 

連結純資産額 45 億 3,200 万円 35 億円 

虚偽記載の主要な態様： リース資産の減価償却費の過少計上 

リース収入及びリース資産の架空計上 

 

② 第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結純資産額 50 億 100 万円 39 億 7,800 万円 

虚偽記載の主要な態様： リース資産の減価償却費の過少計上 

リース収入及びリース資産の架空計上 

 

③ 第Ａ＋１期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結純資産額 35 億 8,800 万円 25 億 7,900 万円 

虚偽記載の主要な態様： リース資産の減価償却費の過少計上 

リース収入及びリース資産の架空計上 

 

３．課徴金額 

３４９万９，９９９円 

   内訳 ①  ６６万６，６６６円 

② １３３万３，３３３円 

③ １５０万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社の連結子会社の役員は、利益を過大に計上するため、当該連結子会社について、
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①リース資産の減価償却費の過少計上、②リース収入（売上）の架空計上を行うととも

に、その見合いとして架空のリース資産を計上した。そして、同役員は、監査法人の監

査にあたり、リース資産台帳の該当ページを抜き取り、リース資産の架空計上を隠蔽し

ていた。 
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○ 事例３３ 

 

１．対象開示書類（継続開示書類） 

第Ａ期有価証券報告書 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結経常利益 21 億 5,100 万円 15 億 2,500 万円 

連結純資産額 37 億 7,100 万円 33 億 9,800 万円 

虚偽記載の主要な態様： 退職給付引当金の過少計上 

 

３．課徴金額 

２００万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社は、退職給付制度について、信託銀行に退職給付債務の数理計算業務を委託して

いたところ、退職給付制度を改訂した際、信託銀行に提出した退職給付債務額等の算定

の基礎となるデータの一部に誤りがあった。そして、信託銀行が、当該データを使用し

て退職給付債務額を計算したため、退職給付債務の額が過少に計算され、退職給付債務

の額から年金資産の額を控除して計算する退職給付引当金が過少に計上された。 
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○ 事例３４ 

 

１．対象開示書類（継続開示書類） 

① 第Ａ期有価証券報告書 

② 第Ａ期有価証券報告書の訂正報告書 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

① 第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結当期純損益 ３億 4,600 万円 ▲6,000 万円 

虚偽記載の主要な態様： 架空売上及び架空仕入の計上 

 

② 第Ａ期有価証券報告書の訂正報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結当期純損益 ３億 4,600 万円 ▲6,000 万円 

虚偽記載の主要な態様： 架空売上及び架空仕入の計上 

 

３．課徴金額 

３００万円 

   内訳 ① １２０万円 

② １８０万円 

                  

[虚偽記載の態様の説明] 

当社社員は、Ａ社に対していわゆる「貸し」を作ろうとの目論見から、Ａ社から依頼

された代金の立替払いを行ったが、その後、Ａ社からは立替代金の支払いを受けられな

かった。 

また、別途Ａ社からの依頼により、Ｂ町が進めていたＩＴプロジェクトのためのソフ

トウェアをＡ社に先行発注したところ、Ｂ町において同プロジェクトの予算化が見送ら

れ、当該ソフトウェアは納品できないまま在庫として残った。 

当該社員は、Ａ社から立替代金の弁済を受けられないことやソフトウェア在庫の取扱

いに苦慮し、当該在庫に立替代金を上乗せして他社に転売した。その後、当該他社に他

の転売先を斡旋するなどして次々と転売を繰り返し、商流の中で当社が買い取り再度他

社に転売するという循環取引を４年間にわたり繰り返した。 

訂正報告書に係る有価証券報告書の訂正作業は、上記架空売上及び架空仕入の計上と

は関係のない事項についての変更（売上高及び仕入高についての総額表示から純額表示
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への変更）を行ったものにすぎず、当該訂正報告書にも虚偽の連結当期純損益の額が記

載された。 
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○ 事例３５ 

 

［事例］ 

１．対象開示書類（継続開示書類） 

第Ａ期有価証券報告書 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

第Ａ期有価証券報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

連結当期純損益 ２億 9,100 万円 ▲600 万円 

連結純資産額 13 億 2,300 万円 10 億 2,400 万円 

虚偽記載の主要な態様： 売上の前倒し計上 

 

３．課徴金額 

３００万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

当社は、決算期末以降に出荷・納品される予定の製品について、未確定な受注である

にもかかわらず、確定受注として決算期末までに出荷・納品がなされたものとして売上

を前倒し計上するとともに、これを適正な売上高とみせかけるために原始証票を含む一

部の書類を偽造または改竄する等して利益を過大に計上していた。 
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○ 事例３６ 

 

１．対象開示書類（継続開示書類） 

第Ａ期半期報告書 

 

２．虚偽記載の金額及びその主要な態様 

第Ａ期半期報告書（100 万円未満切り捨て） 

 提出書類の記載 正当な記載 

純資産額 2,268 億 7,200 万円 1,746 億 4100 万円 

虚偽記載の主要な態様：関係会社株式の過大計上、関係会社損失引当金の過少計上 

 

３．課徴金額 

８３０万円 

 

[虚偽記載の態様の説明] 

関係会社株式について、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）及び

「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 14

号）によれば、子会社・関連会社（以下、「関係会社」という。）の株式の実質価額が取

得原価に比べて 50％程度以下に低下した場合（以下、「50％基準」という。）には減損

処理をしなければならないとされている。ただし、おおむね５年以内に実質価額が取得

原価まで回復する見込みが十分な証拠によって裏付けられる場合には、減損処理をしな

いことも認められる。 

しかしながら、当社は、減損処理の要否を判定するに当たり、全ての関係会社を検討

の対象とすべきところ、全ての関係会社の財務計数を把握していなかったため、月次連

結決算の対象会社等のみを対象としていた。また、関係会社の純資産額（実質価額）を

算定するに当たり、孫会社を有する全ての関係会社について間接投資損益を考慮すべき

ところ、一部の関係会社についてしか考慮していなかった。さらに、50％基準に該当し

ても、含み損が少額な関係会社は、回復可能性を検討することなく、重要性が低いとし

て減損処理を見送っていた。この結果、当社は、貸借対照表において関係会社株式を過

大に計上していた。 

また、関係会社損失引当金については、一般に、債務超過の関係会社に対する貸付金

について、金融商品に関する会計基準等に従い関係会社の財政状況及び経営成績等を考

慮のうえ、債務超過額を上限として貸倒引当金を計上し、貸付金額を超えて債務超過額

がある場合には、当該超過額について関係会社損失引当金を計上することとなる。 

しかし、当社は、貸倒引当金及び関係会社損失引当金の検討にあたり、債務超過に陥

っている全ての関係会社を引当金の検討対象とすべきところ、当社が重要と判断した債
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務超過の関係会社しか引当金の検討をしていなかった。このため、貸借対照表において

貸倒引当金及び関係会社損失引当金を過少に計上していた。 




